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何と向き合い，何を研究してきたか
　　　　　　一研究生活を回顧する※
田　口　正　己※※
1　「政治の季節」と多領域の先達一古典との出会い
　筆者は2007年度末に大学を定年退職する。勤務先の立正大学学園に半世紀近く在籍・在職し
た勘定であるが，立正大学との出会いは予定外であった。1957年に文学部社会学科に入学して
いる。授業がすでに本格化していた5月の連休明けに入学している。大学時代はこの時代の学
生の多くが関わった「安保」や「三池」の闘争に没頭している。学業に専念できる環境にはほ
ど遠いが，反面，筆者にとって，この時期ほど思想，文学，哲学，社会三二三等多領域の古典
と向き合ったときはなかったと思う。
　「安保」や「三池」などの運動的な課題に理論的に立ち向かう必要に迫られての古典学習で
あったが，思想や哲学や社会諸科学の多くの古典に本格的かつ集中的に向き合ったのも，この
時期である。K．マルクス，　F．エンゲルス，V．レーニン，毛沢東などいわゆるマルクス主義の
古典と相次いで向き合うことができたのはこの時期であるが，G．ヘーゲル，」．ルソー，　J．
ロヅク，T．ホヅブス，　A．スミス，　A．コント，M．ウエーバー，　K：．マソハイム，」．デューイ
など哲学・思想や経済学や社会学な：ど多領域の古典と出会い，向き合い，‘啓蒙され，刺激を受
けたのも，筆者が「安保闘争」に狂奔していた時期である。「政治の季節」といわれる当時の社
会状況が学生に古典学習を促し，迫ったといえる。
　また，この時期，古事記，日本書紀，万葉集，枕草子，近松や西鶴や芭蕉，鴎外や漱石，堀
辰雄，中原中也，立原道造，太宰治など日本文学の古典や近代文学や現代文学と手当たり次第
に向き合っている。さらに日本の労働運動や社会運動に関わる古典的な文献にも積極的に目を
通している。横山源之助，細井和喜蔵，幸徳秋水，大杉栄，荒畑寒村，山川均，平塚雷鳥など
の著作とも出会っている。現実とどう向き合うかや研究課題との向き合い：方，何が研究課題か
などの課題設定，その後の研究のあり方に決定的な影響を与えた河上肇，戸坂潤，野呂栄太
郎，羽仁五郎，古在由重，山田盛太郎，大内兵衛，高島善哉，大塚久雄，大河内一男，丸山真
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男，岸本英太郎，内田義彦，清水幾太郎，上原専録，服部之総，石母田正，遠山茂樹，家永三
郎，隅谷三喜男，桑原武夫などの著書や論文と向き合い，啓蒙され，刺激を受けたのは「安保
闘争」の渦中においてであった。
　筆者にとって，学部時代は「政治の季節」であった。時代が政治との関わりを迫り，求めて
いた。このため，「安保闘争」（この時期，「砂川闘争」などの基地闘争も頻発しているし，占領
下に多発した「松川事件」等の謀略事件の真相解明にも関わっている）や「三池闘争」など政
治課題と関わることが避けられなかった。「安保闘争」と「三池闘争」（「三池争議」）は「総資
本」対「総労働」の決戦として筆者などに激しく迫り，逃げることを許さなかった。とくに
「安保闘争」では，筆者は大衆に呼びかける政治文書の作成を一手に引き受けており，思想や
社会科学に裏打ちされた政治文書を連日作成する必要に迫られていた。このため，現状分析や
古典学習が緊要で，読書時間を意識的に確保し，学習に全力をあげている。そしてこの古典と
の向き合いは，今日的な課題にコミヅトしているという「自負」や「気負い」，歴史創造や政治
変革に関わっているという「自負」から，筆者にとって楽しく，これ以上の喜びはなかった。
偉大な先覚者や先達と向き合っている，対話しているという，満足感・達成感で一杯であった
し，対話の瞬間瞬間が新たな発見を伴っていた。そのじつ毎日が未知との遭遇であった。
　「安保闘争」などへの対応に迫られての古典との出会いが，筆者の思想形成や人生観・社会
観，進路選択に決定的に影響している。とくに筆者にとっては「安保闘争」「安保体験」は鮮烈
であった。その「安保闘争」，いわゆる「60年安保」は50周年を目前にしている。「60年安保」
は人々の記憶から確実に遠のき，戦後史の一面として軽く扱うか，見落す風潮が現出している
が，筆者などにとっては，歴史の一勧として片づけられる類の事象では決してない。善きにつ
け悪しきにつけ，筆者などにとっては依然，未解決の課題である。50年後の現在も思想的・政
治的に課題として引きずっている。それだけ，筆者にとって，「安保体験」は根源的で鮮烈な体
験であった。「安保闘争」の最終段階において遭遇した，以下の場面はとくに衝撃的であった。
　1つは，衆院で強行採決された改定「安保」が参院では採決の見通しが立たず，衆院通過30
日後の自然承認を目前にした「6月15日」（1960年）夕刻に勃発した事件である。参院南門付近
で，当時，東京大学文学部4年生であった樺美智子さんが死亡する事件である（機動隊との激
突によって圧死した，あるいは虐殺された旨の報道もあった）。しかも，その時刻，筆者たちは
現場近くに陣取っており，激突の修羅i場や激突後の混乱を目の当たりにしていた。この事件に
ついては事件直後から社会派弁護土として著名な海野晋吉弁護士が真相の解明に当たっていた
が，事件現場近くにいたという関係で，海野弁護士から現場証言を求められ，中央線四ヅ白歯
近くにあった海野弁護土の事務所に伺い，当夜の現場状況について証言するなど真相の解明に
協力している。
　2つは，「安保闘争」では多くの学生が逮捕され，拘留されている。とくに学生の多くは樺事
件が起きた「6月15日」に逮捕・拘留されている。不当逮捕に抗議する行動にも着手している
が，逮捕された学生の釈放を求めて警視庁に押しかけ，当時の小倉警視庁長官に面会を求めて
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いる。代表数名が面会を許され，筆者も代表の1人として（正直）こわごわ警視庁内に入館し
ている。機動隊が各階段に座り込んで臨戦態勢を組んでいる庁内全体の異常な，緊張した雰囲
気を肌で感じている。この異様な光景を昨日のことのように鮮明に記憶している。このまま逮
捕されるのかな！，庁内から出られるかな！と，一瞬考えたことも事実である。それだけ緊迫
した異様な雰囲気であった。
　「安保」など政治課題と関わるなかで，学部時代はあっという問に通り過ぎたが，いずれに
しても筆者にとっては，「安保闘争」と「三池闘争」がすべてであった。青春の一切を賭けてお
り，この体験・体感ぬきには気障ではあるが，筆者の青春はない。その後の生き方を決定して
いるのが，学部時代の政治との関わりである。程度の差はあるが，「6月18日」（改定「安保」
が自然承認された日）以降，挫折感におそわれたし，「空虚感」と脱力感に見舞われている。こ
のため，多くの仲間と同じく，筆者もある時期，ある期間，卒業論文を作成し，卒業すること
に間違いなく懐疑的であった。だが，その一方，学部時代に区切りをつける必要，再出発を遂
げるには，さらに青春を賭けた「安保闘争」等を思想的・社会科学的に総括するためには，卒
業論文を作成・提出し，大学と決別する必要があるとも考えていた。たしかに，卒業論文の作
成・提出は大学卒業のための通過儀礼の1つであるが，筆者や同期生にとっては「安保闘争」
等を総括する絶好の機会でもあった。「安保闘争」等を総括する意味や，筆者がこの時点で考え
ていること，持ち合わせているものを総括する意味で，卒業論文のテーマとして設定し，作成
・提出したのが「中間層の政治意識一インテリゲンチャの思想と行動」であった。
　ここでは「中間層の政治意識一インテリゲンチャの思想と行動」を提出し，学部を卒業して
以降，大学に所属する研究者として，筆者がどのような問題意識や視点で何を研究課題として
設定し，研究してきたか，研究者の途を志向してきたか，研究成果としてどのような著書や論
文等を発表してきたか，あるいは研究してきたにもかかわらず，成果を残すにいたらなかった
か，顧みることにする。以下は，大学院に進学して以降の，筆者の研究の軌跡・遍歴の概略，
研究史の一駒である。
2　「60年安保」から研究者への面一古典とどう向き合ってきたか
　改定「安保」が参院で議決されず，自然承認の形で条約として発効することに激怒した同期
の仲間の挫折感や空虚感は覆いがたく，前述のように，仲間の一部は卒業論文の作成や卒業を
拒否している。筆者もまた，秋口までの数ヶ月間，仲間と同じく，卒業論文の作成に取りかか
ることに抵抗があった。留年も検討していたが，最終的には「安保闘争」の総括を意識した大
部の卒業論文（「中間層の政治意識一インテリゲンチャの思想と行動」）を短期間内に作成・提
出し，1961年3月に立正大学文学部社会学科を卒業している。
　実社会への就職を潔しとせず，かつ望まず，そのじつ検討していた就職先を辞退し，自由な
身になる予定であった。当面の生活には不安はなかった。学部時代を通して学費の全額と生活
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費の基礎部分は生家（生家を継いだ次兄）の仕送りで賄っていたし，臨時に発生する図書費に
ついては長兄の援助を受けていた。くわえて，学部以来，小規模ではあるが，学習塾を複数運
営しており，膨張の一途をたどる図書費を十分に確保していた。大学卒業を契機に生活費等の
仕送りを断つことは決定していたが，学習塾を継続することで最低限の生活を維持できる見通
しはあった。それに4月以降，新たに都内の中学校や高等学校で非常勤講師を勤めており，図
書購入費等を補填するには不足はなかった。
　卒業論文を審査された複数の教授から要請された，社会学研究室の副手（無給）を卒業と同
時に受け入れた事情・経緯にはこうした背景がある（後述）。教授としては大学院に進学する
ものと考えていたであろうが，筆者は副手と大学院進学をセットでは考えていなかった。大学
に所属する研究者の途を選択することには不信や戸惑いがあり，このため，大学院への進学を
躊躇していた。実際，進学を選択していない。学費を捻出できないために進学を断念したので
あろうと考えられた他学科の，文学部の有力な教授（学部内や学内で筆者が最後まで尊敬し，
信頼してきた教授は唯一この教授だけであった）は，学費の納入を猶予あるいは免除する制度
（特別研究生制度）の新設を検討してもよい旨の好意的な申し出をいただいたが，当時の筆者
には経済的理由以外の，前述の事情で，大学院進学を断念していたのである。
　結果的に1年遅れの，1962年4月に大学院文学研究科（社会学専攻修士課程）に進学してい
る。研究室副手と院生の二足のわらじを履くことになる。非常勤講師や学習塾の運営と多忙な
日課を消化していた。体力に自信があったのであろう，疲労困惑ということはなく，学部時代
と同じく，多領域の古典学習に全力投球している。「安保闘争」や「三池闘争」などの「政治の
季節」の終息，実践活動の前線から退却した関係で，以前にまして時間的に余裕ができ，古典
等の読書に多くの時間を割くことが可能になった。したがって，この時期，筆者は学部時代と
同じく，多領域の古典と向き合っている。この時期以降の特徴として社会学，歴史学，経済
学，社会思想，とくにマルクス主義の古典や研究書と集中的・重点的に向き合っている。
　研究室副手への任用，大学院への進学を契機に，筆者は新たに社会学史や理論社会学や農村
社会学の先達や先輩の研究業績と積極的に向き合っている。新明正道，本田喜代治，福武直，
有賀喜左衛門，鈴木栄太郎，喜多野清一，日高六郎，北川隆吉，島崎稔，蓮見音彦，河村望，
細谷昂などの理論研究や実証研究に影響を受け，啓発される一方，院生時代以来，柳田国男や
折口信夫や宮本常一など民俗学と向き合っている。とくに柳田国男と宮本常一の著作には現在
も強い関心を寄せており，柳田研究や宮本研究には引き続き目を向けている。
　向き合っている，関心を示しているからといって，関わり，向き合ってきたすべての領域や
課題において研究成果をあげてきたわけではない。成果を残せずに今日にいたっている領域や
課題の方が圧倒的に多い。研究成果を著書や論文等として残してきたかどうかを度外視した場
合，1960年代以降，筆者が意識的に力を注ぎ，研究時間や研究費の多くを割り当ててきたの
は，以下の3つの領域である。
　1つは，学部時代以来，最大の関心領域であったマルクス主義である。具体的にはマルクス
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主義にもとつく，i）歴史学・歴史研究，　ii）経済学・経済分析，　Hi）社会学・地域研究，
拉）政治学や法律学，主として政治動態・政治意識を中心とする政治社会学であり，法社会学
である。マルクスやエンゲルスやレーニンの主要な著書や論文や書簡は，複数の研究者や実践
家によって戦前の早い段階に数多く翻訳・出版され，多くの読者を獲得している。戦後も新訳
にもとつく古典の出版が相次ぎ，研究も深化し，筆者などは先達や先輩の努力の恩恵に浴して
きた。1960年以降は多くのマルクス主義者の共同作業が結実してrマルクス・エンゲルス全
集』（大月書店）やrレーニン全集』（大月書店）が相次ぎ出版され，完結している。マルクス
主義のバイブルであり，到達点・総決算というべき『資本論』の場合は新訳も続々刊行されて
いる。岩波書店などの大手出版社は文庫版のr資本論』を競って出版している。マルクス主義
の立場からの経済学，政治学，法律学，歴史学，社会学などの研究も活発で，提出された膨大
な研究成果と向き合う必要に迫られていた。
　2つは，社会学研究室の副手や大学院進学を契機に社会学の研究に乗り出しているが，これ
に伴う社会学の古典との向き合いである。学生の学習指導に当たる副手の立場，社会学専攻の
院生としては，本来なら，社会学が最：重要な研究領域であるべきであるが，1960年代後半段階
までは社会学が最優先的・最重点的な研究課題ではなかった。それでもこの時期，以前にまし
て社会学の古典やわが国の社会学者の理論的・実証的な研究成果と向き合うようになってい
る。社会学開学の1人と評価されているA．コントについては，学部時代以来，清水幾太郎の著
書を通じて興味を示し，何種類かの翻訳本に目を通していた。院生時代に新たに興味を持った
のは，何かとマルクスと比較されるM．ウェーバーやK．マンハイムなどの知識社会学，社会学
方法論や社会科学方法論であった。くわえて，この時期以降，取り組むようになるのは社会学
の農村研究・村落研究である。農村社会学の福武直，鈴木栄太郎，有賀喜左衛門，喜多野清一
の研究業績と本格的に向き合っている。農村社会学に特別関心を示してきた証しで，先輩世代
の島崎稔，蓮見音彦，細谷昂の仕事にとくに注目している。
　3つは，民俗学である。とくに膨大な研究成果を残している柳田国男と宮本常一について，
　『定本柳田国男集』（筑摩書房）や近刊の『柳田国男全集』（筑摩書房）等，『宮本常一著作集』
　（未来社）に収録されている膨大な知的財産と，以来，40年以上にわたって格闘している。く
わえて，柳田や宮本の仕事は多領域の研究者によって多面的に検討・研究され，研究成果も多
数公刊されている。続々公刊される研究成果を目前に筆者はこれらの研究成果との向き合いを
強迫観念に掻き立てられるように向き合い，格闘し，現在にいたっている。
　　ところで，前述のように，筆者は1960年代早々に社会学や柳田国男の研究に本格的に乗り出
　しているが，この時期，筆者の周辺では，以下の状況が支配的で，通説であった。
　　i）社会学は新興科学として成立し，発展・展開しているが，新興科学としての成立事情や
社会学の歴史的現実との関わりが端的に示すように，アンチ・マルクス主義のブルジョア科学
　として評価・認識されている。科学的社会主義に対峙・否定する「体制のイデオロギー」であ
　るとする批判的・否定的な評価や雰囲気が支配的であった．
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　ii）民俗学や，社会科学における民俗学的傾向（たとえば，社会学における民俗学的傾向）
については，アンチ・マルクス主義的な傾向として否定的・批判的に捉える論調が顕著であっ
た。とくに柳田国男についてはアンチ・マルクス主義の領袖的で，象徴的な存在として否定的
・批判的な評価が支配的であった。
　だが，その一方，社会学や政治学などの研究者の一部には，柳田国男の業績を積極的に評価
し，民俗学的視点や業績あるいは柳田国男が提起した視点や方法を社会学や政治学の研究に積
極的に導入し，新たな研究課題に結びつけ，研究領域の拡大や新領域の発掘を模索している。
換言すれば，民俗学や柳田国男の研究をアンチ・マルクス主義として全面否定あるいは拒否す
るのではなく，マルクス主義や既成の社会科学を補完する理論や方法として再評価する新たな
動きである。
　筆者が民俗学や柳田国男の業績，ブルジョア科学として捉え，評価することで批判の矢面に
立たされてきた社会学に本腰を入れて向き合うようになったのは，民俗学（柳田国男や宮本常
一等）や社会学にマルクス主義の補完機能を期待したからでは決してない。マルクス主義の補
完機能を期待して社会学や民俗学に接近するという場合，マルクス主義のどこの，どのような
点に理論的や方法的な補完が不可欠である旨の認識や，欠陥について具体的な指摘が必要であ
る。少なくともこの時期，筆者はマルクス主義を社会学等によって補完する必要があるとは認
識していない。むしろ，筆者の場合，マルクス主義の正当性や科学としての有効性を検証・確
認する意味で，対角線に位置する社会学や民俗学について，とくに柳田国男について反面教師
的に研究する必要があると考え，大学院への進学を契機に社会学の研究に着手し，民俗学とく
に柳田国男や宮本常一の業績と向き合おうとしていたのである。これが真相である。
　ところで，前述のように，筆者は大学院に進学する前に研究室の副手に任用され，形式的に
は研究者の途をスタートさせている。当時，立正大学は現在の8学部体制とは違って，仏教学
部，文学部，経済学部の3学部からなる小規模な大学であった。学生定員も現在の10数分の1
程度であった。大学院も文学部と仏教学部を母体とする文学研究科があるだけで，経済学部は
大学院を設置していなかった。博士課程は仏教学専攻，地理学専攻，英文学専攻だけで，社会
学専攻や哲学専攻や国文学専攻には博士課程はなかった。修士課程だけの大学院社会学専攻に
進学したのは卒業1年後である。1年かけて研究者の途を最終的に決定したということにな
る。形式的には学部卒業直後に社会学研究室の副手を引き受けた時点で始まっていたといえる
が，この1年間は進路選択に逡巡した時間であった。ちなみに，研究室の副手に期待されてい
るのは，研究室の雑務の一切と学生指導である。当時，仏教学部と文学部の各学科は副手を置
いており，筆者以外は大学院修士課程に在籍する院生であった。副手の彼らは修士課程を修了
した段階で，研究助手に任用される保証はまったくなかった。研究助手が専任講師等に任用さ
れる保証もまたなかった。身分的に不安定な存在であった。
　とくに筆者の場合，大学所属の研究者の途を選択する決意を固めて，研究室副手への任用を
受け入れたわけではない。「安保闘争」に明け暮れていたこともあり，学部時代を通して研究室
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に入り浸ることはなかったし，教授に指導を乞うこともなかった。一匹狼の得体の知れない，
厄介な学生の1人であった。教授の講義内容には批判的で（受講態度が悪いわけではない），不
気味な存在に映ったかと思う。
　前述のように，卒業論文の作成では教授の指導を潔しとせず，指導を実質的に拒否し，事務
的に提出している。明治以降の近代化過程における特殊日本的な国家形成（天皇制国家）とそ
の崩壊，戦後体制の構築過程において，わが国のインテリゲンチャ（知識階級）がどのような
哲学や思想や戦略的意志をもって役割を担ってきたか，主として社会運動や労働運動や政治運
動など反体制的な運動に積極的な役割や指導を担ってきた代表的なインテリゲンチャや組織・
集団の思想と行動を通じて分析・検証した論文である（少なくとも目指した論文である）。実
践活動と多領域の古典との向き合いを通じて，筆者が1960年後半時点において考えていたこと
を持論的に展開したものである。内心的には大いに自信があったが，問題は提出した論文を審
査する教授が社会学の卒業論文として評価するかどうかであった。この点については不安が
あった。既成の社会学の範疇を相当程度無視した卒業論文であったし，かつ原稿用紙260枚を
超える大部の論文であっただけに，審査を担当された教授には迷惑で，厄介であったと考え
る。
　その筆者が研究室副手として残り，1年後には改めて大学院に進学している。進路選択の背
景には，以下の事情があった。
　1つは，衆院が「安保」を強行採決して以降，新聞等は批判の矛先を改定「安保」から衆院
の「強行採決」にすり替えている。マスコミのこうした論調や対応に対する不信感である。筆
者は早くから研究者を含むライターの途を将来の仕事と考えていた。新聞社は当座の進路先の
1つであったが，新聞批判や新聞不信を通じて新聞社への途を自ら絶つことを決めていた。
　2つは，卒業論文の口頭試問の際に，審査を担当された複数の教授から研究室に残って研究
を続行されたい旨の要請を受けていたことである。教授の申し出は唐突で，驚愕であった。申
し出の意味が十分飲み込めなかった。教授の申し出は「田口君には研究室に残ってもらいた
い」というものであった（研究室に残ってもらうという言い方で，大学院への進学を要請され
たという記憶はない）。予期せぬ申し出であった。もちろん，筆者は席上，申し出について何ら
意思表示をしていない。
3　「政治社会学」から「農村社会学」へ一研究課題の変更とその背景
　研究室副手として研究の世界に身を置いたが，この時点では研究者の途を選択したという自
覚や自意識は不十分であった。翌年，大学院への進学を決定しているが，これによって筆者は
自ずから大学所属の研究者の途を選択したことになる。この選択を契機に学部時代の「政治の
季節」と決別し，政治の実践活動から身を引いているが，政治に対する関心は払拭できず，政
治意識や政治動態などの研究に引き続き優先的に取り組んでいる。院生時代に発表した「明治
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前期政治運動の一研究一一由民権運動の3つの源流」（r立正大学文学部論叢』第15号，1962
年）や「戦後日本のナショナリズム」（r立正大学文学部論叢』第17号別冊，1963年）はその果
実である。修士論文として提出した「政治意識研究」もその延長線上にある。
　大学院修士課程を修了すると同時に研究助手に任用され，大学所属の研究者の途を本格的・
実質的に歩むことになるが，助手として最：初に発表した論文「農民意識における保守と革新一
秋田県の指導的農民についての事例研究」（r立正大学文学部論叢』第19号，1964年）も政治社
会学の論文であった。研究助手を一期（2年）勤めた後，学園設置校の1つである立正大学短
期大学部の専任講師に移籍している。短期大学部（宗教科・社会科・二三科）は開設以来，仏
教学部が宗教科，文学部が社会科，経済学部が三三科の教育責任等を担っており，専任教員を
配置していなかった（形式的には短期大学教員を配置していたが）。ある事情で文部省から短
期大学部に専任教員を配置し，教授会を発足させる旨の指導を受け，条件整備の必要に迫られ
ている。学園は緊急避難的措置として仏教学部や文学部からそれぞれ数名の専任教員を短期大
学部に転属させ，さらに専任教員を新たに数名任用し，短期大学部の教授会を設置している。
筆者も1966年4月に文学部から短期大学部の専任教員への異動を命じられている。以来，短期
大学部の教育や校務に当たっている（文学部兼任講師として文学部教授会にも出席を義務づけ
られている。文学部の教員としての身分保障を前提に転属を了承する等の事情があった。筆者
も，このため，助手時代同様にr文学部論叢』やr人文科学研究所年報』に研究成果を発表で
きる権利を留保している）。学園紛争が鎮静に向かった時期に文学部から短期大学部に所属を
全面的に移籍し，以降，文学部や社会学科との関係を完全に断っている。短期大学部への全面
移籍によって，筆者は新たな職場環境と研究環境を獲得している。
　短期大学部専：任講師時代の1967年と1968年に「町村合併と政治変動」（r立正大学文学部論
叢』第26号，第30号），1968年に「戦後日本社会の「民主化」と「近代化」一町村合併をめぐる
問題を中心として」（『立正大学人文科学研究所年報』第6号），1969年に「戦後地方政治の展開
と町村合併一町村合併の社会学的考察」（r立正大学文学部論叢』第34号），1970年に「町村合併
と住民運動一歴史創造と民衆エネルギー」（r立正大学文学部論叢』第37号），1971年に「日本の
近代化と民衆一民衆意識研究ノート」（『立正大学人文科学研究年報』第9号）を発表してい
る。政治社会学を意識した研究成果である。政治社会学が筆者の研究活動の出発点・原点で
あったことを示している。政治社会学の研究は1970年代初頭に区切りをつけ，以来，政治社会
学に関わる論文を発表していない。「政治の季節」以来引きずってきた研究課題に1つの区切
りをつけている。
　ところで，筆者はこれまで何度か，研究課題の遍歴を回顧する機会があった。大学所属の研
究者として，この間に何を研究し，どのような成果を発表してきたか，いわゆる研究史を回顧
する機会があった。荒っぽい研究史を書いたこともある。そのつど，大ざっぱに「農村研究」
　（「農村社会学」）から「環境研究」（「環境社会学」）へ，「農村研究」から「環境研究」と「国
家プロジェクト研究」へ，として紹介している1。研究期間が短かった初期の「政治研究」（「政
　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　8　一
人間の福祉　第22号（2008）
治社会学」）を度外視しての研究遍歴の整理であるが，研究者への途を選択した初期段階に挑
戦していた「政治社会学」の研究を正当に見据え，研究遍歴を捉えた場合，研究史は「政治研
究」（「政治社会学」）に始まり，「農村研究」（「農村社会学」）を経て「地域研究」（「企業都市」
研究），研究生活の最終段階において総力を傾注した「ごみ問題」を中心とする「環境問題」の
研究（「環境社会学」）と「国家プロジェクト」の研究（「地域社会学」）へ，として再整理でき
る。
　「政治社会学」の研究で始動した筆者が「政治社会学」の研究を早々に切り上げ，農村や農
民や農業の研究に研究活動の軸足を切り替えた背景には，筆者が育ち，成長した環境，生育史
や発達史などの個人史が大いに影響している。筆者が育ち，人間発達を遂げる際の基礎的な環
境であった東北の農村は高度経済成長期以降，「生産大国化」や「経済大国化」を実現する方策
として選択した工業化・産業化・都市化のもとで経済的・社会的に切り捨てられている。これ
に伴って農村の自然的・社会的・文化的・精神的な原風景は変容や破壊の一途をとげている。
こうした状況の進展を安易に受け入れていいのか。現実を突きつけられ，離郷以来，筆者は激
変する東北農村の追跡が不可欠であると考えてきた。東北の農村，農業，農家，農民がどこに
向かうのか，見届ける必要を痛感していた。このため，離郷以前も現実の帰趨に関心を抱いて
きたし，離郷後は機会を捉えて頻繁に帰郷し，原風景などの変化や変容を見届けるなど，政治
社会学の場合と同じように，早い段階から農村や農業や農家の問題に重大な関心を寄せてい
る。その意味でも激変の一途をたどる農村，農業，農家，農民の現実が筆者に研究を迫ったこ
とは至極当然であった。東北の過疎農村に生まれ，育った筆者の出自が，農業，農村，農家，
農民の切り捨てが明確，かつ露骨になる「所得倍増計画」や「全国総合開発計画」などの策定
や，「農業基本法」制定以降に農村や農業や農家の研究に本格的に乗り出すのは，想定内の判断
であった。それでは農村や農業や農家のどのような状況が研究を迫ったのか。
　　ところで，筆者は1938年に東北農…村（秋田県）の戸数50戸弱の平地農村で産声をあげてい
る。生家は農…家で，兄姉妹11人，大家族の6男である。2人は幼少期に死亡し，兄1人は戦
前，成人を目前に交通事故で命を失っている。大家族の中で育ち，学び，自立している。小学
生時代に兄3人は旧制中学や師範学校，大学などへの進学ですでに離家・離村しており，8人
が揃って食卓を囲んだ記憶はない。このため，家族としてのアイデンティティを共有すること
はなかった。兄や姉の誰かがつねに家を空けている。8人が揃うのは「ハレ」や「ケ」のとき
　であるが，その場合も誰かが席を空けており，全員が揃うことはなかったと思う。生家は戦前
　（昭和恐慌期），家産の一部をすでに崩していたし（祖父が近い親戚の借財に際して連帯保証人
　に名を連ねたため，家産の一部を失っている），戦後の農地改革では農地の一部を解放し，2町
　歩余の農家に経営縮小を迫られている。
　　山間辺地では決してないが，旧制中学や女学校などが設置されている都市部や町場から遠く
　離れているため，自宅通学が無理で，高校以上に進学するには町場に下宿することが必要で
　あった。このため，進学には学費等の負担が家計を圧迫する。しかも，兄弟は多い。生家は
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2～3人を常時下宿させる必要があった。学費や下宿品等の捻出・確保は大きな重荷であっ
た。筆老の場合も高校時代から下宿しているし，生活費がかさむ大都市での大学進学は並大抵
ではなかった。高校時代は兄や姉が大学生であったし，大学時代は姉が大学生，妹2人が高校
に進学し，下宿していた。莫大な学費等をどのように捻出していたのであろうか。学費等の捻
出の方法は唯一つである。祖父や父たちが戦前来，計画的に植林してきた山林・杉林を年度内
に必要な学費等に相当する数量・本数を年度末に伐採する，この販売代金が学費等の財源で
あった。筆者は幼少時から兄たちの学費等を確保するため，杉林を地元の山師（山林売買等を
仲介・取引する業者）に売り渡し，引き替えに大枚の札束をいろり端に積み上げる現場に何度
となく立ち会っている。筆者の大学生活もこうして実現している。8人が高等教育を受けるこ
とができたのは，祖父たちが計画的に植林を続けてきたおかげである。安価な外材に圧倒さ
れ，売値が付かず，産業として成り立たない昨今の日本の林業にとって，想像を超える取引状
況が戦後しばらくの問，存在したのである。高度経済成長期以降に国策として推進した「経済
の国際化」のもとで跡形もなく消滅したが，林業家が潤った時代が戦後の一時期，たしかに存
在したのである。
　筆者がどのような環境のもとで産声を上げ，育ち，学び，自立の途をたどり，研究者の途を
選択したのか，研究課題の選択や設定，問題意識の形成に戦後史のどのような局面が影響して
きたのか，筆者が生育や発達の過程において，あるいは研究者としての活動過程において，ど
のような状況に身を置いてきたのか，個人史的かつ歴史的な事情や状況や環境が研究課題や問
題意識の設定や形成にどのような影響を与えてきたのか，振り返ってみる必要がある。そこで
以下，産声をあげて以降，研究者への途を決定して以降，筆者が感性を研ぎ，問題意識を形成
し，研究課題を設定するうえで影響を受けた時代的・歴史的な出来事について摘記する。
　前述のように，筆者は1938年3月に誕生しているが，その翌月には「国家総動員法」が制定
され，8月には「産業報国連盟」が結成されている。10月には軍部が広東や武漢を占領し，11
月には近衛首相が「東亜新秩序建設」構…想を打ち出している。誕生前年の1937年7月には「盧
溝橋事件」が勃発し，これを契機に「日中戦争」に突入し，12月には「南京事件」が勃発して
いる。翌1939年2月に政府は「国民精神総動員」を強化する方針を決定し，4月には「米穀配
給統制法」，7月には「国民徴用令」，10月中は「価格等統制令」を制定し，戦争遂行体制の構
築に突っ走っている。1940年9月に内務省は「部落会・町内会・隣保班・市町村常会整備要
項」を作成し，府県に通達している。10月には「総力戦研究所」を設置し，「大政翼賛会」が発
足している。1941年1月には「戦陣訓」を示達し，「大日本青少年団」を結成している。3月に
は「国民学校令」を公布し，「国家総動員法」や「治安維持法」を改正・強化し，同月には「国
家保安法」を制定している。9月には「翼賛議員連盟」が発足し，年末の12月には太平洋戦争
に突入している。
　筆者は戦争への道が確実に進むなか，軍靴の響きを聴きながら，天皇制国家や軍国主義に兵
土や警察官など人的資源の最大の給源地，かつ労働力や食糧の最大の供給地であった東北農村
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で産声をあげている。農業集落と1944年に入学した国民学校で「素直な兵士」の予備軍，「小国
民」として育てられ，教育を受けている。国民学校2年の盛夏に敗戦を迎えている。戦争に駆
り立てた天皇制国家や軍国主義はポツダム宣言の受諾と，戦後，占領軍が推進した「民主化」
政策のもとで崩壊している。「地主制」や財閥資本主義が天皇制等を維持してきたが，この社会
・経済構造も「民主化」政策のもとで崩壊・解体の一途をたどっている。崩壊や解体の前提と
して，あるいはこれに伴って占領軍は1945年10月に戦前，「治安維持法」等をタテに投獄した政
治犯を釈放する一方，戦前の思想警察を全廃し，内相や特高警察を罷免している。統制法規の
廃止等を指令し，戦前体制の象徴的存在であった「治安維持法」を廃止している。同月には軍
国主義的・超国家主義的な教育を禁止し，教育関係の軍国主義者・超国家主義者を追放してい
る。11月には「財閥解体」を指示し，12月には「農地改革」を指示している。1946年1月には
天皇が「神格否定」の詔書を出し，占領軍は同月には「軍国主義者の公職追放」や「超国家主
義団体の解散」を指示している。2，月には「憲法3原則」を指示し，10月には「農地調整i法」
の改正案を示し，「自作農創設特別措置法」を制定している。そして11月には「日本国憲法」を
制定・公布している。
　1947年には1月に「公職追放令」を改正し，公職追放の対象を財界や言論界等に拡大し，3
月には第1回の農地買収・解放を実施し，「教育基本法」や「学校教育法」を制定している。4
月目は「労働基準法」，「独占禁止法」，「地方自治法」を相次いで制定し，5月には「日本国憲
法」を施行している。7月には公正取引委員会が発足している。10月には「国家公務員法」や
改正「刑法」，11月には「農業協同組合法」，12月には「警察法」や「過度経済力集中排除法」
や改正「民法」を制定している。12月末には戦前の権力機構の象徴的な存在であった内務省を
解体している。1948年1月には「財閥同族支配力排除法」を制定し，天皇制国家や軍国主義を
打破し，解体や崩壊を促す民主化の措置を組織的・権力的に行っている。その一方，激化の一
途をたどる米ソ対立など冷戦構造の深刻化を背景に占領軍が推進してきた「非軍事化」の方針
を転換する危険な動きが1948年に表面化している。1948年1月の米陸軍長官の「日本は共産主
義への防壁」発言に代表される。
　　「非軍事化」の方針が揺らぐ一方，「民主化」の方針も危惧される，不穏な事：態が確実に進行
している。1948年7月には公務員の争議を禁止した「政令201号」を公布し，12月には岸信介等
A級戦犯の釈放を決定している。政府や保守勢力は「民主化」政策に終始抵抗し，組織的にサ
ボタージュしている。占領軍はこうした政府等のサボタージュや妨害に抗しつつ，「民主化」政
策を推進してきた。だが，「民主化」の流れはこの時期を境に様相を変え，ストップがかかり，
軌道修正を迫る法制度の見直しを図ってきている。「非軍事化」は「軍事化」の方向に舵が切ら
れ，冷戦構造の片棒を担ぐ軍事勢力にわが国を再編する方向に動き出している。背景には朝鮮
半島で高まる軍事的緊張がある。緊迫した米ソの対立や朝鮮戦争の勃発を背景に，米国は1951
年に「単独講和」を締結し，併行して本命の「日米安全保障条約」，いわゆる「日米安保」を締
結している。
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　「軍事化」の流れは「単独講和」と「日米安保」の締結を契機に本格化しているが，「単独講
和」等にさきがけ，1949年4月には「団体等規制令」，5月には「行政機関職員定員法」，6月
には「独占禁止法」（制限緩和）を制定・改正している。7月には「日本国有鉄道（国鉄）」が
人員整理を発表している。その後，人員整理に関わって戦後の黒い事件・謀略事件として有名
な「下山事件」や「三鷹事件」や「松川事件」などが続発している。9月には公務員の政治活
動を制限した「人事院規則」が打ち出され，10月には東京都が「公安条例」を定めている。そ
の一方，同月には琉球米軍政長官が「沖縄米軍基地の恒久化」を明言し，11月には米国務長官
が「講和条約」の締結を検討している旨を発言している。この発言を受けて，吉田首相は「単
独講和に応ずる」旨を表明している。翌1951年に具体化する「単独講和」や「日米安保」の締
結を想定・前提にした発言である。
　1950年1月目はマ元帥が「日本国憲法は自衛権を否定せず」旨の声明，来日中の米統合参謀
本部議長が「沖縄強化・日本の軍事基地強化」の声明を出している。5月にはマ元帥が「共産
党非合法化」の考えを示唆している。5月には1960年代に「全国総合開発計画」（「旧全総：」）や
「新全国総合開発計画」（「新全総」）として具体化する「国土総合開発法」を制定している。6
月には警視庁が「集会やデモ」を禁止している。同月にマ元帥は「共産党中央委員全員の追
放」と「機関紙アカハタ1ヶ月停刊」（7月には無期限停刊）を指示している。同月25日には
「朝鮮戦争」が勃発している。マ元帥は7月8日に「警察予備隊」の創設や「海上保安庁」の
増員を指示している。さらに同月に企業は「レッドパージ」を開始している。占領軍は11月に
旧軍人の「公職追放」の解除を決定している。
　1951年には2月にダレス米国特使が「集団安全保障・米軍駐留の講和方針」を表明し，6月
と8月に政治家や軍人等の「公職追放」を解除している。9月8日にサンフランシスコで講和
会議を開催し，米国等と講和条約を締結し，「日米安全保障条約」を締結している。同月には戦
前の特高関係者の「追放解除」を決定し，11月29日には「公職追放解除法」を制定している。
1952年には7月に「破壊活動防止法」（「破防法」）を新たに制定し，10月には「警察予備隊」を
　「保安隊」に改組している。11月には池田通産相が「中小企業の倒産や自殺はやむなし」と失
言し，閣議は12月に石川県の内灘を「米軍演習場として使用」する旨を決定している。
　　「朝鮮戦争」は1953年7月に休戦協定を締結し，終息している。同年8月には「スト規制
法」を制定し，電気や石炭業の争議を制限している。9月には「町村合併促進法」や改正「独
占禁止法」（合理化や不況カルテルを容認）を制定している。そして自由党は1954年5月に「憲
法調査会」を設置している。7月には防衛庁が発足し，「自衛隊」体制がスタートしている。戦
後10年目の1955年の7月には「過度経済力集中排除法」等の経済民主化関連法を廃止してい
る。同月には民主・自由・緑風会の有志議員が「自主憲法期成議員連盟」を結成し，9月には
　「砂川闘争」が勃発している。11月には「閃年体制jがスタートしている。1956年6月には
　「憲法調査会法」が制定され，7月には「もやは戦後ではない」と表記した『経済白書』を公
表している。
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　以上は，筆者が産声をあげて以降の，i）戦前の天皇制国家を背景に確実に進む超国家主
義，過激なナショナリズム，ファシズム・軍国主義，「地主制」や財閥主導の資本主義，家制度
・家族制度や草の根保守主義などを背景，あるいは駆使して突き進む戦争への道，ii）「ポツダ
ム宣言」の受諾と敗戦，占領軍・マ元帥が組織的・権力的に推進した「民主化」と「非軍事
化」，天皇制国家や軍国主義，「地主制」や「財閥」等に代表される戦前体制の解体・崩壊過
程，iii）1948年1月の米陸軍長官の発言を境に「非軍事化」が「軍事化」の方向に変質し，さ
らに「軍事化」を背景に超国家主義者や軍国主義者の公職追放を解除する等の，「民主化」の揺
り戻しを示している。
　「民主化」と「非軍事化」を軸にスタートした占領政策の変質・後退，揺り戻し（「逆コー
ス」化）が始まる背景には，米ソの対立を基軸とする戦後の冷戦構造の全面化・全般化があ
る。占領軍・米国は冷戦の深刻化と「朝鮮戦争」を契機に占領政策の基軸に据えてきた「民主
化」と「非軍事化」を転換している。「非軍事化」は米国がわが国を軍事勢力の一翼として再編
・動員する「軍事化」の方針に端的に示されている。その流れは1950年1月のマ元帥の「日本
国憲法は自衛権を否定せず」の声明，1951年1月のマ元帥の「集団安全保障と講和」を一体的
に捉える発言，2月のダレス米国特使の「集団安全保障・米軍駐留の講和方針」の声明，1950
年の「朝鮮戦争」勃発直後のマ元帥の指令にもとつく「警察予備隊」の創設，1952年7月の
　「警≡察予備隊」から「保安隊」への改組，1954年7月の「防衛庁」の設置と「自衛隊」の発足
などに端的に示されている。
　ちなみに，「朝鮮戦争」が戦後社会に与えた影響は，占領軍・米国が占領政策として推進して
きた「非軍事化」の方針を「軍事化」の方針に転換しただけではない。特別需要（「朝鮮特
需」）の創出によって戦後の疲弊した日本経済が復活と再生・発展のきっかけを得た経済的な
効果・影響である。戦後日本経済史が認識を共有してきた，戦後経済の復活と再生・発展に不
可欠な「本源的蓄積」（「戦後版本源的蓄積」）の役割を担ってきた効果である。「朝鮮戦争」の
経済的側面である。戦後経済の復活・再生を通り越し，「朝鮮特需」は高度経済成長に一挙に結
びつけるなど，「生産大国化」や「経済大国化」の途をお膳立てしている。6年後の1956年版
　『経済白書』で，政府は「戦後は終わった」と「戦後からの離陸」を宣言している。以来，わ
が国は高度経済成長期に突入している。国是として選択した「生産大国化」や「経済大国化」
を実現するため，生産・経済活動の拠点であった既存工業地帯や大都市で工業化・産業化や都
市化を推進する一方，大都市周辺地域や地方・遠隔地で新たな大規模生産拠点を開発・造成す
る計画を策定し，推進している。
　周知のように，わが国は敗戦とともに多くを失っている。戦前，資源・エネルギーの最大の
供給地であった海外植民地の一切を失っているが，それも1つである。以来，わが国は「資源
　・エネルギー小国」におちいっている。そのわが国は国策として選択した「生産大国化」や
　「経済大国化」を実現するため，資源・エネルギーを確保する緊急避難策を選択している。
1955年8月の「石油資源開発株式会社法」や「石炭鉱業合理化臨時措置法」の制定が示す，国
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薬疹の石炭から海外産の石油にエネルギーの基軸を転換する方針を決定している。以来，石炭
産業は「合理化」という名で切り捨てられ，閉山を迫られ，リストラの嵐が吹き荒れている。
その延長線上に1959年以降の「三池闘争」の全面化，いわゆる「総資本」と「総労働」の全面
対決がある。
　くわえて，1950年遅は「国土総合開発法」を制定している。国土総合開発計画は高度経済成
長期以降の「全国総合開発計画」（1962年）や「新全国総合開発計画」（1969年）などとして実
現するが，「全国総合開発計画」を策定するまで12年かかっている。代わりにいち早く開発事業
をスタートさせたのは「河川総合開発事業」（1951年），いわゆる日本版rTVA」事業であ
る。以来，開発の促進を掲げた関連法として，1952年に「電源開発促進法」，1953年に「港湾整
備促進法」，1956年に「工業用水法」，1957年に「高速自動車道法」や「特定多目的ダム法」，
1958年に「道路整備緊急措置法」等を相次いで制定している。さらに1955年に「経済自立5年
計画」，1957年に「新長期経済計画」など経済計画を策定し，「経済大国化」や「生産大国化」
の推進に備えている。1960年12月には「先進国に追いつき追い越す」国家目標を実現する政策
選択として「国民所得倍増計画」を策定している。
　「所得倍増計画」を実現・達成し，「経済大国化」や「生産大国化」を実現するには，産業や
経済の規模を政策的・計画的に拡大する必要がある。既存工業地帯や大都市の工業化・産業化
や都市化を推進するだけでは「所得倍増計画」は達成できない。達成するには大都市周辺地域
や地方・遠隔地で新たな大規模生産拠点を開発・造成し，生産・経済機能を集積し，生産や経
済の規模を大幅に拡大する必要がある。このため，国家財政を投じて「国家プロジェクト」と
して大都市周辺や地方等で工場用地・道路・工業用水・住宅・上水道・排水路・電信電話等の
生産・経済基盤，いわゆる社会的インフラを計画的に建設・整備する必要がある。「新産都市」
など新たな大規模生産拠点を大都市周辺地域や地方・遠隔地に建設するため，「旧註総」や「新
産業都市建設促進法」や「工業整備特別地域整備促進法jを策定・制定している。1969年には
「新全国総合開発計画」（「新全総」）を策定している2。
　以上は，筆者が研究活動を始動する前後の，さらに研究活動を本格化させた以降のわが国の
経済社会的な状況である。問題は「朝鮮戦争」以降，わが国が突き進んだ「軍事化」や「経済
大国化」や「生産大国化」への途，とくに後者を実現するため，高度経済成長期以降，「旧全
総」や「新全総」などを通じて新たな大規模生産拠点を開発・造成している。大規模生産拠点
を開発・造成する工業化・産業化政策や都市化政策のもとで，大都市周辺や地方・遠隔地の農
村，農業，農家，農民はどのような影響を受け，変質・変容等の構造変化を遂げてきたのか。
　占領軍が「民主化」と「軍事化」を推進していた時期，いわゆる農地改革の時期，筆者は東
北の農村で農村や農業の「民主化」の実態を体感している。米麦等農産物の増産に心血を注ぐ
生産農民の健気さや，自らが生産する農産物をことごとく「強権供出」させられ，食卓に乗せ
ることが許されず，都市住民と遜色ない程度に「磯曲」の状態に限りなく近い，暮らしと日々
向き合っている。生産した米麦や野菜など農産物の大半は，戦後の食管制度や供出制度によっ
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て政治的に奪取されている。戦後，農村，農家，農民はどのような出来事に遭遇してきたの
か。農村，農業，農家等に関連する出来事を以下，時系列的に垣間見る。
　まず政府は1947年2月に「供米促進対策要綱」を決定し，3月1日に「超過供出に報奨金，
供米に応じた肥料・必需物資の特配，悪質農家への断固たる処置」を講ずる旨を決定してい
る。内相は3月5日に全国警察部長会議で，「主食Q供出に警察力による取り締まり」を訓示し
ている。「強権供出」の方針の決定である。米麦等を生産する農民は自らが生産する農産物につ
いて「強権供出」を課され，自家消費分も確保できない。このため，農家の日々の食卓は戦前
に劣らない程度に貧相で，実態は「飢餓」であった。農地改革によって生産農民の多くは土地
持ち農民になったが，経営の零細さや脆弱さ，貧困の実態は何一つ変わっていない。くわえ
て，農村や農家には雇用先や戦災で家屋等を失った農村出身の大都市の労働者と家族，戦場の
兵士や大陸の開拓農民等が相次いで帰郷し，戦後の一時期，農村は戦前を凌ぐ「潜在的過剰労
働力」の溜まり場になっている。
　筆者は喘ぐ農村の現実や荒廃する風景を日常的に見届けている。戦後の農村や農家にはさら
に，疲弊した戦後経済のもとで働く場を奪われ，求職の機会に恵まれず，離農や離村の機会を
失ってきた傍系家族の多くが「潜在的過剰労働力」として滞留する農村や農家の風景，それが
逆に農村を活気づけ，賑わいを醸成してきた農村や農家の原風景を多感な時代に見聞きしてい
る。多様な「潜在的過剰労働力」が重層構造を呈してきた高度経済成長期以前の，そして高度
経済成長期以降に引き継がれた農村や農家の社会構造が，結果的に農村や農家を貧しく，脆弱
な暮らしを拡大再生産してきたことは紛れもない事実である。こうした矛盾に満ちた農村の現
実と日常的に向き合いつつ，筆者は多感な時代を迎え，かつ過ごしている。
　もちろん，農村が遭遇した戦後の最大の事件は，敗戦直後に占領軍が指示し，実施した農地
改革，自作農創設の社会実験である。明治以降の近代化過程において，農村・農家・農業・農
民を支配してきた「地主制」を解体し，農村や農業の「民主化」を促す農地改革である。農地
改革の成果を十分に摘み取る前に農村や農家は，以下に示す新たな荒波に遭遇し，構造変化を
迫られている。
　　1つは，「朝鮮特需」後の戦後経済の復活と経済成長の加速化，生産・経済規模の急速な拡大
である。高度経済成長期以降に具体化するが，1950年に「国土総合計画法」を制定し，大規模
開発を誘導している。1951年には「河川総合開発事業」を決定し，地方・遠隔地の辺地や奥地
で事業をスタートさせている。
　　2つは，「朝鮮戦争」勃発後の「軍事化」の流れである。1950年の「警察予備隊」の創設，
1952年目「保安隊」，1954年には「自衛隊」が発足している。
　　3つは，1960年以降に本格化・全面化する経済・生産の規模の拡大である。この間に大都市
近郊地域や地方・遠隔地の農業等の第1次産業が国家政策によって切り捨てられている。「所
得倍増計画」や「全国総合開発計画」，「農業基本法」や「新産業都市建設促進法」など開発関
連法や開発計画を相次ぎ策定・制定しているが，農村や農業や農家はこのもとで荒廃と貧困化
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を迫られている。
　農村や農業，農民や農家に決定的な影響を与える大規模生産拠点等の開発・造成を掲げた開
発行政は！960年以降に全面化・本格化している。「経済大国化」や「生産大国化」を目標に掲
げ，策定・制定された開発関連法や計画では「所得倍増計画」，「旧全総」，「新産業都市建設促
進法」，「工業整備特別地域整備促進法」，「新全総」が代表的で，象徴的である。「経済大国化」
や「生産大国化」を実現・達成するため，既成工業地帯以外の大都市周辺地域や地方・遠隔地
に「拠点開発」方式や「巨大開発」方式などで大規模生産拠点を新たに開発・造成する方針を
決定して以降の制定・策定である。問題は，大都市周辺や地方・遠隔地で計画・推進された大
規模生産拠点等の開発・造成において，農村，農業，農民，農家がどのような役割・対応を期
待されてきたかである。「経済大国化」等によってどのような経済的・社会的な変化や環境変
化を迫られたかである。
　高度経済成長期以降の「経済大国化」等において，わが国が農村，農業，農民，農家に期待
し，課し，迫ってきたのは，全国の農村，農業，農民，農家が長年保有してきた労働力や用水
や土地等の産業資源を戦略産業や戦略業種など第2次産業や第3次産業に合法的に移し，収奪
することであった。産業資源の移転や収奪を合法的に可能にする明確な意図を持って制定され
たのが1961年の「農業基本法」である。そして実際，農村，農業，農民，農家は「農業基本
法」が定めた「基本法農政」のもとで激変の一途をたどっている。「農業基本法」は列島規模で
展開する工業化・産業化，「大都市化」や「地方の都市化」に農村，農民，農業，農家をその保
有する産業資源ともども全面的に協力・従属させる意図を持って制定されている。農業の「近
代化」や「機械化」や「効率化」を導入・推進することと引き替えに，農村，農業，農民，農
家が個人や共同体として保有する農地や農業用水，基幹的労働力や若年労働力を他産業や他地
域に合法的に移そうとした。このため，農林省が他の省庁と計らって打ち出した農業政策で
は，以下が主なものである。
　農林省は省内の「農林漁業基本問題調査会」が1960年5月に発表した「農業の基本問題と基
本対策」（自立農家の育成，低生産性農家の離農促進など）を受けて，8月に「農業基本法」制
定の方針を打ち出した「新農林漁業政策」を発表している。「政治の季節」から「経済の季節」
への転換を強く打ち出し，さっそうと総理の椅子に座った池田勇人は12月に「所得倍増計画」
を策定・発表している。半年後の1961年6月には「農業生産の選択的拡大や生産性向上」や
「農業の構造改善や流通合理化」を掲げた「農業基本法」を制定している。「所得倍増計画」や
目前に迫っている「全国総合開発計画」や「新産業都市建設促進法」などを策定・制定し，列
島規模における大規模生産拠点の開発・造成に備えて「農業基本法」を制定している。制定前
年の1960年9月に総理就任直後の池田勇人は，「10年間に農民を1／3に減らす」旨の暴言を
吐いているが，この発言にこそ「基本法農政」の本質が端的に示されている。
　　「基本法農政」は「農業基本法」にもとつく農政である。以来，わが国の農業は「基本法農
政」として展開され，農業関連法などの政策や方針を相次いで制定・策定している。農林省は
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1961年11月には「農業近代化資金助成法」を制定し，翌1962年6月には「農業構造改善事業促
進対策」（第1次農業構造改善対策）をスタートさせている。以来，「自立経営農家」の育成と
いう名のもとに「企業農家」の育成を目指す一方，「零細農家」の切り捨てに乗り出している。
農業予算を大幅に削減・縮減すべく1969年6月目は「生産者・消費者米価の据え置き」を決定
し，同年9月には大規模かつ高生産性の「自立経営農家の育成」を掲げ，「第2次農業構造改善
事業対策要綱」を作成・通達している。
　その一方，農政審議会は同年9月目，「米の需給調整」や「食糧の安定供給」や「離農の促
進」を掲げた「農政推進上の基本事項」を答申している。この答申を受けて，政府・自民党は
11月に「米の生産調整」の基本方針について協議している。同11月には八郎潟干拓など全国17
ヵ所で推進していた開田事業の打ち切りを決定している。翌1970年には「基本法農政」の新た
な展開や総仕上げとして「総合農政」を導入している。同年2月には「総合農政の基本方針」
を閣議決定し，「農業構造改善」や「兼業農家の協業化」や「米の減産」を方針として打ち出し
ている。そのうえで，農林省は4月に米生産量100万トン相当分を調整・減反する目標を掲げ
た「米生産調整対策実施要項」を作成・通達している。5月には農地の移動を制限してきた
　「農地法」を改正し，農地の移動を容易にしている。併せて5月には農業経営者の若返りと離
農促進のため，農業経営を後継者等に移譲した場合に年金を支給できる旨等を定めた「農業者
年金基金法」を新たに制定している。これもまた基本的には農地移動を積極的に推進する方策
の1つである。
　　「総合農政」への転換は「米生産調整」の名のもとでの農業や農家や農村の切り捨てを意味
している。当然のことながら，農業や農家や農村は「総合農政」のもとで激変する。激変のダ
イナミズムは「基本法農政」以前の日本農業の構造や状況を示す基本指標が，「基本法農政」や
　「総合農政」のもとでどのように変動してきたか，数値の変動を通じて把握できる。そしてこ
の間の数値変動は，農村や農業の構造変動や変質にとどまらない。子どもや住民が生育や人間
発達を遂げる際の基礎的な環境で，かつ拠り所であった農村や農業の自然的・社会的・精神的
な原風景の激変・変容を促し，破壊や崩壊や喪失を意味している。
　もちろん，農村等を見舞った戦後の激変のダイナミズムは，「農基法農政」がスタートする遙
か以前から始まっている。「朝鮮特需」を契機に戦後経済が復活・再生のきっかけをつかんだ
時期に遡及できる。わが国が国是として「経済大国化」や「生産大国化」の途を選択し，「先進
国に追いつき追い越す」目標を掲げ，工業化・産業化や「大都市化」・「地方の都市化」を推進
　して以来始動している。とくに1960年以降，「経済大国化」や「生産大国化」を実現する方策と
　して「所得倍増計画」，「全国総合開発計画」，「新産都市建設促進法」，「新全国総合開発計画」
などの開発関連法や計画を相次いで策定・制定し，工業化・産業化や都市化の方針に農業や農
村を協力・従属させる意図で制定された「農業基本法」と，「基本法農政」のもとで加速してい
　る。
　戦後，農村や農家に滞留してきた以下の3グループからなる「潜在的過剰労働力」はこの間
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に大量に離農・離村している。この結果，農業労働力は過剰から過不足の状態に激変してい
る。
　第1グループは，戦前以来，農村・農家に滞留してきた傍系家族を中心とする「潜在的過剰
労働力」である。
　第2グループは，大都市や大陸等から失職や避難や帰還などの理由で出身地や生家に帰郷・
帰還し，再流出の機会を伺っている一過性の「潜在的過剰労働力」である。
　第3グループは，戦後，主として新制中学校を卒業した傍系家族が生家の農業等の自営業に
繁忙時に限って労働力を燃焼するが，繁忙期以外では労働力を完全燃焼できない若年の「潜在
的過剰労働力」である。
　以上の3グループは敗戦直後から高度経済成長期にかけて農村・農家に滞留してきた「潜在
的過剰労働力」である。「朝鮮特需」以降の戦後経済の復活や「警察予備隊」の創設，「保安
隊」や「自衛隊」の増強・増員等の「軍事化」を背景に，彼らは①大都市や産業都市の工場や
事業所，②大規模「国家プロジェクト」の多目的ダムの建設現場や河川改修の工事現場，ある
いは③全国の軍事基地（米軍基地や警察予備隊・保安隊・自衛隊の基地）に労働市場を期待
し，流出し，離村・離農している。
　そして筆者は「潜在的過剰労働力」が農村や農家から続々流出する風景を見届けてきた。気
がついたときには多くの「潜在的過剰労働力」が姿を消していた。農村や農家には余剰の労働
力は存在せず，1960年代には労働力の「過剰」から「不足」へ，さらに「枯渇」へと激変して
いる。「潜在的過剰労働力」が流出した後を追うように，1955年以降，新学卒の傍系家族が大都
市三等に雪崩を打って離村・流出している。1956年以降，政府は地方の新学卒の離村・流出を
後押しするため，国鉄の協力を得て「集団就職」列車を編成している。
　「潜在的過剰労働力」を中心とする戦後の農村や農家の労働力の離村・離農のルートは，以
下の5パターンに類別できる。
　i）主として戦時や戦後に農村・農家に帰還・疎開し，生家等で再雇用の機会や流出のチャ
ンスを伺い，戦後の一時期，「潜在的過剰労働力」として滞留していた大都市の労働掌握が，
「朝鮮特需」を契機に軍需関連等の以前の職場などの職場復帰や再雇用の求めに応じて流出
し，後を追うように家族が流出する場合である。
　h）戦後経済の本格的な復活を背景に大都市圏等の新規雇用力や労働市場の拡大のなかで，
戦前来，農村に滞留していた傍系家族等の「潜在的過剰労働力」が，企業の新規雇用に応じて
就職し，離村・離農する場合である。
　iii）戦後経済の復活・再生段階から企業活動や経済活動がさらに本格化するなかで，疎開組
や帰還組の「潜在的過剰労働力jと，戦前以来，農村・農業に滞留してきた「潜在的過剰労働
力」を雇用・吸収するだけでは産業界や各企業が必要とする労働力を補填できず，不足する労
働力を農村の新学卒から雇用・確保すべく新制中学校の卒業を待って雇用する場合である。い
わゆる低廉かつ素直な「産業兵土」を農村の新学卒労働力から調達する場合である。こうした
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現象はr経済白書』が「戦後は終わった」を宣言した数年前から現出し，1955年以降の前期高
度経済成長期にすでに本格化・全面化している。政府は産業界や経済界や企業の要請に応え，
1956年3月以降，「集団就職」列車を編成している。
　iv）帰還した一部の旧軍人にくわえて，戦前以来，農村・農家に滞留してきた男子の傍系家
族を中心とする「潜在的過剰労働力」は，1950年に創設された「警察予備隊」，改組後の「保安
隊」や「自衛隊」，「警察予備隊」以前に創設されていた「海上保安庁」に雇用先を求め，離村
・離農する場合である。戦後新たに創設された「海上保安庁」や「警察予備隊」などの軍事組
織は，農村等に滞留する「潜在的過剰労働力」にとって，高度経済成長期以前における新規か
つ有力な雇用先であった。
　v）「国土総合開発法」のもとで1951年に地方・遠隔地の河川上流域で計画された日本版rT
VA」事業，「河川総合開発」は，政府が公共事業として創設した新たな働き場所であった。農
村・農家の「潜在的過剰労働力」の一部は，この事業に吸引され，ダム建設事業に流出してい
る。
　以上は，農村に産声をあげ，農村の国民学校に入学し，農村集落で日々遭遇し，見聞きし，
体感し，影響を受けてきた農村，農業，農家，農民の戦前戦後の，高度経済成長期以降の状況
と現実である。問題は，何が状況変化を促し，どのような変化や変容を醸成してきたかであ
る。筆者は農村等で起こっている状況を客観的に分析・検証する必要を痛感してきた。1960年
代後半以降，とくに1970年以降，研究課題として農村，農業，農家，農民に関わる問題を選択
・設定し，現地を踏査し，聞き取りや統計資料等の収集にあたり，風物や音の風景の変容を見
届けてきた。それは筆老自身の農村，農業，農家等の激変に対する自己認識や自己表現として
の調査・研究であった。
　ところで，筆者が農村を取り上げた最初の論文は1965年に学内学会誌に発表した「農家の兼
業化と農民離村」（r立正大学社会学・社会福祉学論叢』第2号）である。同年には「秋田農民
のプロレタリア化について一とくに離農・出稼ぎを中心として」（r秋田近代史研究』第11号）
を発表している。1972年以降は学会報告を含め，農…村社会学の研究成果だけを発表している。
秋田県の戦前戦後の農民の離農や出稼ぎを中心に研究している。この関係で，この時期の論文
は農業労働力の出稼ぎ等の流出問題に限定されている。r秋田近代史研究』に「高度経済成長下
の農民出稼ぎ」（第11号，1972年夏や「農民出稼ぎの生成と構造一歴史としての農民出稼ぎ（1）
（2）」（第19号・第20号，1973年・1975年）を発表している。1973年には「高度成長下の日本農村
の変貌過程一農業労働力の流出を中心として」（『立正大学短期大学部紀要』第3号，1973年）
を発表している。この論文も基本的には上記論文の延長線上のものである。
　農村社会学の研究に本腰を入れてきていた証しとして，この時期，有賀喜左衛門，鈴木栄太
郎，喜多野清一，及川　宏，福武　直，島崎　稔，蓮見音彦など，わが国の農村社会学の理論
的系譜について検討している。その成果を「日本農村社会学の理論と系譜（1）一いわゆる「同族
団」理論を中心として」（『短期大学部紀要』第6号，1976年）や「戦後における農村社会学の
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形成と展開　福武直の農村社会学を中心として」（『短期大学部紀要』第7号，1977年），「戦後
の日本町…村社会学の展開一福武農村社会学の批判と継承」（『短期大学部紀要』第10号，1980
年）などとして発表している。
　農村社会学の理論研究と併行して，筆者はこの時期，農村社会の構造分析等の現状分析を重
視している。この種の論文には「現代日本農村の階級構成について」（菅谷正貫ほか編『宗教社
会学とその周辺』，1975年）や「過疎化農村の変容と子どもの発達への影響（1）（2）（3）」（『立正大学
保育専：門学校紀要』第8号～第10号，1981年～1983年），「過疎化農村における貧困三一子ども
の発達環境との関連において」（r短期大学部紀要』第12号，1983年）がある。後者は，農村の
過疎化が過疎地域の子どもの発達にどのような影響を及ぼしてきているのかについて，過疎農
村での調査を通じて検討・分析した論文である。戦前の「地主制」下における農村窮乏化の諸
相と実態について検討した論文「昭和恐慌期における秋田県農村の窮乏化一小沢三千雄編『秋
田県社会運動史資料大正・昭和編』」（r秋田近代史研究』第27号，1983年）や「昭和恐慌期秋田
県農村の窮乏化について一小作争議激発の背景と窮乏の諸相」（『秋田近代史研究』第28号，
1984年）は，農村の構造分析と，貧困化の構造・実態を分析した論文である。
　1980年以降，筆者は研究関心を「農村研究」から「企業都市」研究などの「地域社会学」の
研究と「環境問題」の研究に軸足を移している。とくに「ごみ問題」・「ごみ社会学」の研究に
軸足を移している。このため，以来，「農村研究」の成果は散発的で，数少なくなっている。秋
田近代史研究会と共同で企画・実施した秋田県平鹿郡平鹿町醍醐地区における農地改革の構造
と動態に関する調査・研究の成果をまとめた「農村の構造変化と主体の存在状況一秋田県平鹿
町を中心として」（『短期大学部紀要』第28号，1991年），「戦後農地改革期における水稲農業地
帯の地域変容一秋田県平鹿町を中心として」（『水稲単作地帯における農業構造とその変容』，
1992年），「戦後再編期における農村貧困化と福祉問題一秋田県平鹿町醍醐地区の事例研究」
（『秋田近代史研究』第35号，1993年）が「農村社会学」研究の最後の仕事である。これを最後
に筆者は完全に「農村研究jr農村社会学」から撤退している。
4　「農村社会学」から「地域・自治体」研究・「企業都市」研究へ
　「農村社会学」の研究にタッチしつつ，農村社会学の他の研究者と同じく，筆者もまた高度
経済成長期以降に急速に進行した「地方の都市化」や「農村の都市化」のもとで，農村を都市
から切り離して研究することに限界や矛盾を感じていた。農村と都市の統一把握を可能にする
「地域研究」の理論や視点を新たに構築する必要を痛感していた。「農村社会学」や「都市社会
学jの範疇を超えた，「地域研究」の理論や視点や方法が不可欠であると考え，この時期，「地
域研究」や「地域社会学」の構築を模索している。1960年以降，「全国総合開発計画」や「新産
業都市建設促進法」を策定・制定し，地方や遠隔地を大規模生産拠点として開発・整備し，再
編する方針を選択し，農業が主として保有する労働力や農地や農業用水などの産業資源を戦略
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業種・戦略産業等に合法的・計画的に移すため「農業基本法」を制定している。このもとで，
農業は産業・経済基盤を喪失し，農村や農家は生計基盤の脆弱化を余儀なくされている。「大
都市化」現象や「地方の都市化」現象はこの間に列島規模で進行した産業間や地域間の不均等
発展や格差拡大の帰結として，「過密」と「過疎」の地域矛盾を拡大的に醸成・再生産してい
る。「都市社会学」や「農村社会学」の理論や方法では捉えきれない都市や農村の現実・実態が
確実に進行している，新たな理論や方法を構築し，目前の多様な社会学的現実にアプローチ
し，把握・認識する必要に迫られていた。
　　「地域社会学」に都市と農村の統一把握，地域社会の総合認識を期待し，筆者も調査研究の
軸足を「農村社会学」から「地域社会学」に移している。農村と都市を対立的に，切り離して
把握・認識することの不毛性，統一的・総合的に把握・認識することの重要性を痛感し，認識
の方法について検討した成果を「地域研究の理論と方法一都市と農村の統一把握をめざして」
　（『短期大学部紀要』第5号，1975年）として発表している。こうした問題意識や方法意識を
　「農村社会学」の教科書として出版したr日本農…業の社会学』（遠藤印刷，1970年）ですでに示
しているし，社会学批判とマルクス主義社会学成立の可能性について試論を展開した『現代社
．会学ノート』（遠藤印刷，1971年）でも同じく都市と農村の統一把握について検討・言及してい
る。
　　「農…村社会学」の研究者として研究活動を本格化させた筆者は1970年代後半以降，新たに
　「企業都市」の研究に乗り出している。きっかけは1974年末に上京以来，終の棲家の予定で居
住してきた川崎市が環境悪化で子育てに不向きであると判断し，居住環境を換える必要に迫ら
れ，醸造企業（キッコーマン）の「企業都市」として有名な千葉県野田市に移住したことにあ
る。移住を契機に「企業都市」の研究や自治体の行財政分析に研究活動の軸足を切り換えてい
る。なぜ，「企業都市」研究か，自治体行財政分析か，地域・自治体の総合調査・分析か，研究
課題・研究領域を切り換えた問題意識や経緯については，地域調査・研究の成果を出版した
　『企業都市と住民生活一野田市政白書』（みなと出版，1978年）や『地域構i造の変化と住民生活
一千葉県を中心として』（みなと出版，1979年）の「はじめに」で説明している。最近出版した
　rごみ社会学研究一私たちはごみ問題とどう向き合ってきたか？』（自治体研究社，2007年）で
改めて言及している。「市原市の工業化と企業都市の形成」（『短期大学部紀要』第18号～第23
号，1986年～1988年）は野田市につぐ「企業都市」研究の成果である。「脱第！次産業県」化を
県是に掲げ，戦後史を爆恥してきた千葉県や，千葉県が総力を傾注して新たに造成した市原市
や木更津市や君津市の臨海地域の工業団地に新日鉄（君津市や木更津市）や財閥系企業集団や
東京電力（市原市）が相次いで進出し，「企業都市」に変貌した君津市や市原市について，とく
　に市原市について断続的に研究してきた成果の一部が上記の論文である。千葉県と市原市につ
　いては，その後も研究を継続している。10年間の研究の成果を『工業化と企業都市の構造変化
　一千葉県と市原市の実証的研究』（本の一社，1999年）として出版している。
　　地域問題や自治体問題，地域や自治体のあり方の問題について，筆者が関心を持ち，調査・
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研究に着手するのは，川崎市に居住していた時代である。自治体行財政の構造分析など地域・
自治体の総合調査や分析は，社会学固有の研究課題であるとして「地域・自治体問題」にアプ
ローチを始めるのは，1960年代末以降である。とくに1970年以降，「地域・自治体問題」に積極
的に関わっている。県内の研究者や公務労働と神奈川県自治体問題研究所の創立に積極的に関
わったのも，この分野に筆者がウイングを広げてきていた証明である。1971年には川崎市の革
新市政（伊藤三郎市長）の誕生，1975年には神奈川県の革新県政（長洲一二知事）の誕生に研
究所会員や社会学研究者として関わっている。地域・自治体分析や選挙の際の政策づくりでは
県職労などの政策研究会に参加し，一定の役割を担っている。r地域・自治体問題」への関わり
は野田市に移住してから加速している。千葉県自治体問題研究所や県職労や自治労千葉県本部
（現在の自治労連千葉県本部）との共同研究に研究者として参加し，「県政分析」や「臨調行
革」や「地方行革」について調査・研究し，そのつど報告書の作成に関わっている。
　「臨調行革」や「地方行革」について検討・分析してきた成果は共著『ズバリ，これが反動
的行革の実態だ』（第1集，第2集，自治労連千葉県本部，1981年）や共著r県民本位の行政改
革についての提言』（自治労千葉県本部，1985年）として公表している。県政白書の作成にも編
集委員や執筆者として関わり，その成果は1993年の共著r暮らしにひかりを，いま転換のとき
一二5版千葉県民暮らしの白書』（千葉県職員組合）などの出版に結びついている。前掲の『地
域構i造の変化と住民生活』や『企業都市と住民生活』や『工業化と企業都市の構造変化一千葉
県と市原市の実証的研究』も千葉県自治体問題研究所や県職労などとの息の長い共同研究の積
み上げが大いに影響している。この間に埼玉県自治体問題研究所や埼玉県内の市町村職員，県
職労や市町職員組合との関係も深まっている。職員や住民や労組と研究組織を設置し，県政分
析や市政白書などの作成や出版に関わっている。上尾市では研究者集団と労組・住民と共同で
市政分析を行い，成果を共著r明日へのげんきおくります一上尾市政白書』（上尾市職員組合，
1993年）として出版している。戸田市でも同様の研究体制を組織し，成果をr見えますか，見
えていますか，戸田市一戸田市政白書』（戸田市職員組合，1988年）を発刊している。また，埼
玉県自治体問題研究所と埼玉県政の政策課題について研究している。その成果を共著『地方新
時代と埼玉県政』（自治体研究社，2000年）などとして出版している。
5　「ごみ社会学」研究と「国家プロジェクト」研究
　「政治社会学」の研究で研究活動を始めた筆者は，その後，研究の軸足を「農村社会学」，
「地域・自治体問題」へと切り換え，1970年代後半以降はさらに「企業都市」研究を経て「環
境社会学」や「ごみ社会学」の研究，大規模「国家プロジェクト」の研究へと研究領域・研究
課題を移し，現在にいたっている。いつ，どのような状況のなかで，どのような問題意識や状
況認識にもとづき，「ごみ問題」の研究，「ごみ社会学」研究に本腰を入れるようになったの
か，以下，回顧したい。
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　筆者が「ごみ問題」やごみ行政・ごみ政策の研究に関わるようになったのは1970年代末以降
である。もちろん，環境問題については川崎市を居住環境にしていた時代にすでに関心を持っ
ていたし，環境関係の専門書や資料にも積極的に目を通していた。だが，この時点では環境問
題に研究課題としてチャレンジする意識や予定はなかった。とくに「ごみ問題」については，
野田市に移住し，清掃労働に従事する公務労働と市職労から学習支援の要請を受けるまで意識
したことも関わったこともない。当然のことながら，学習したことも研究したこともなかっ
た3。僅かに院生時代に当時東京都立大学助教授で，地方財政の研究者として著名であった柴
田徳衛の著書r日本の清掃問題一ゴミと便所の経済学』（東京大学出版会，1961年）に感動し，
興味をそそられた経験を想起する程度である。1974年末に野田市に移住しなければ，「ごみ問
題」やごみ行政に関わることや，研究することはな：かったと思う。どのような経緯で「ごみ問
題」に引きずり込まれたかについては，前掲の『ごみ社会学研究一私たちはごみ問題とどう向
き合ってきたか？』（自治体研究社，2007年）で詳しく説明している。
　詳細は前掲書に譲るとして，きっかけは公務労働として全国的に高い評価を得ていた野田市
の清掃労働者が「臨調行革」や「地方行革」のもとで人件費攻撃のやり玉にあげられ，当局か
ら清掃職場を民間に委託する提案・攻撃を受けたことに発端している。この委託攻撃に清掃労
働者や市職員組合が正面から向き合い，反撃をくわえるには，何が「清掃事業」か，何が「ご
み行政」か，など「清掃事業」や「ごみ行政」の本質や基本問題について理論的に学習し，理
論的な裏付けを持って当局の委託化の提案・攻撃に適切に反論・反撃する必要がある。そのた
めには，「清掃事業」等について改めて本格的に学習する必要がある，学習を支援してほしい旨
の要請を受け，清掃労働老と「ごみ学習」に取り組むことになったことに発端している。
　以来，数年間，「ごみ学習」を続けている。約束した学習支援の役目を果たした段階で，「ご
み問題」とは縁が切れると考えていたが，縁切りが認められず，許されず，その後も「ごみ学
習」に付き合うことを求められている。さらに「ごみ学習」では済まない状況に巻き込まれた
のである。このため，「ごみ問題」や「ごみ行政」や「ごみ政策」の研究に本格的に着手する必
要に迫られている。以来，今日まで約30年間，「ごみ研究」・「ごみ社会学」研究に関わってい
る。この間にごみ問題やごみ行政やごみ政策に関して論じた啓蒙書や研究書や研究論文を数多
く出版・発表している。「ごみ問題」に関わって最初に発表したのが，筆者が監修した共著『く
　らしと清掃一野田市清掃白書』（汐文社，1982年）である。清掃労働者の学習を指導した成果を
著書として出版したものである。この著書の出版が「ごみ問題」からの退却を難しくしたこと
は事実である。出版直後，埼玉県所沢市の職員組合や清掃労働者から「ごみ学習」「清掃学習」
支援の要請に受け，拒否できず，約1年間，同じく研究会を設置し，共同で研究している。そ
　の成果を拙著『地域づくりと清掃行政一ごみ問題解決への政策とリサイクル』（所沢市職員組
合，1986年）として出版している。
　　「ごみ学習」や「清掃学習」を通じて，筆者は研究の課題や視点を発見している。新たに気
　づいたこの視点にもとづいて調査・研究する必要を痛感し，検証が重要である旨の思いを抱く
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ことになる。「ごみ問題」の根底には，たしかに清掃行政やごみ行政に関わる制度的・政策的な
問題がある。清掃事業やごみ処理事業がどうあるべきか，事業形態や清掃財政のあり方なども
検討すべき重要な課題であるが，高度経済成長期以降にごみ処理等に原因して表面化・深刻化
した「ごみ問題」は，1970年代には「施設処理」に関わって，東京23区や町田市，広島市，沼
津市などの当局が「ごみ非常事態宣言」を打ち出さざるを得ない状況に深刻化が加速している
ことに示されている。それほど事態は切迫している。一般廃棄物の処理に関わって大都市や周
辺都市の一部で現出していた「ごみ非常事態」状況は，1980年代末には全国各地に拡大し，「ご
み紛争」に発展し，「紛争列島」の様相を呈している。「ごみ問題1の全国化や「ごみ紛争」多
発の背景には，1980年以降，「廃棄物処理法」が原則禁じている一般廃棄物や産廃の「越境搬
送」の日常化や，市町村や排出事業者等が一般廃棄物や産廃の「適正処理」原則を遵守せず，
焼却施設や最終回分場など施設で不適正に処理・処分し，あるいは不法投棄している問題があ
る。そして「ごみ紛争」は全国的に多発している。
　筆者は1980年以降，深刻化・長期化の一途をたどる全国のごみ問題や「ごみ紛争」について
調査・研究している。当初の「ごみ学習」や，その後の全国的な調査等を通じて，筆者は，
i）ごみ問題の原因・要因であったこみの激増や集積は，何によって引き起こされたのか，何
が激増や集積を促したのか，ii）環境問題や財政問題や施設問題などのごみ問題の要因の1つ
にあげられる，地域や市町村の「適正処理」能力の不足や脆弱化，「環境容量」や「物質循環容
量」の低下や脆弱化が何によって醸成され，促されたのか，について解き明かすことが，社会
学研究者に課されたきわめて重要な課題であり，任務であると痛感し，「ごみ問題の社会構造
と地域構造」を研究課題として設定してきた。ごみ問題の研究と解決にとって「街づくりの視
点」・「地域形成の視点」からのアプローチが必要不可欠である旨を痛感し，ごみ問題の構造分
析を重視している。そのうえで，高度経済成長期以降に表面化し，突入する「ごみ非常事態」
や「ごみ戦争」，！980年後半以降に全国化・長期化する「ごみ紛争」の解明・分析に当たって，
つねに念頭に置いていたのは，以下の点であった。
　1つは，ごみ処理を困難にしてきた背景には「適正処理」を阻害するごみの大量化や多様化
があるが，ごみ大量化・多様化を醸成し，促してきた要因は何かである。高度経済成長期にわ
が国が国是として選択した「生産大国化」や「経済大国化」のもとで，日本型の「資源循環社
会」や「ごみ少量化社会」の基礎にあった「自然経済」を基軸にした「農村的生活様式」を全
面的に崩壊させ，そのうえで，手の平を返したように，ごみ大量化・多様化の社会構造である
「大量廃棄型社会」や「使い捨てライフスタイル」「都市的生活様式」を導入し，成立させ，定
着・普及を促してきた，いわゆる「システム」の欠陥や失敗という問題意識・視点である。
　2つは，1970年代以降，東京区部や政令指定都市，地方中核都市や大都市近郊都市などは相
次いで「ごみ非常事態」におちいるか，「施設処理」が困難化する状況を呈している。こうした
状況を醸成し，促す要因としては「適正処理」能力を無視して持ち込まれる大量：かつ多様なご
みと，都市化のもとで低下や脆弱化の一途をたどる地域や市町村の「環境容量」や「適正処
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理」能力，具体的には市町村等が「適正処理」に不可欠であるとして建設や確保を予定する焼
却施設や最終処分場などごみ処理施設の建設計画に住民等が異議を申し立て，計画通りに建設
・確保できない，いわゆる「施設問題」に集約されている。この問題を解決するには「都市計
画」や「地域計画」など「街づくり計画」を通じて地域・市町村で発生する，あるいは持ち込
まれるごみの「量」や「質」を「環境容量」内や「適正処理」能力内に規制・抑制，予防する
処方箋の検討が必要である。地域構造や都市構造の視点，「都市計画」など「街づくり」の欠陥
・失敗という問題意識・視点が不可欠である。
　3つは，「大量廃棄型社会」や「都市的生活様式」に起因するごみ大量化・多様化に対して，
省庁や都道府県や市町村，あるいは産業界や経済界や個別企業，製品等の購買者で，ごみ排出
者である消費者・住民がどのような法制度や政策，意識や行動様式で対峙し，対応してきたの
か，高度経済成長期以降の「廃棄物処理法」に代表される廃棄物法制度や廃棄物政策などにつ
いて体系的に検討することが不可欠で，重要であるという点である。
　4つは，一般廃棄物や産廃の「施設処理」や不法投棄等に関わって表面化し，長期化の一途
をたどるごみ問題や「ごみ紛争」を速やかに解決するため，あるいは発生等を予防するため，
ごみ問題や「ごみ紛争」のメカニズムを解明することが重要である。
　高度経済成長期以降，都市化が短期間内に進行した政令指定都市などの大都市や地方中核都
市，大都市近郊都市などはいち早く「ごみ非常事態」におちいったり，「ごみ紛争」に突入して
いる。その背景にはごみ大量化・多様化の基礎構造である「大量廃棄型社会」や「都市的生活
様式」「使い捨てライフスタイル」の成立・普及・定着があるが，前述の通り，その一方，これ
だけで「ごみ非常事態」や「ご七三」や「ごみ紛争」が現出や勃発しないこと・くり返さな
いこと，全国化・長期化・深刻化しないことも自明である。「ごみ非常事態」を招く，おちいる
地域・自治体は，都市化が著しい地域・自治体であること，行政主導等で短期間内に都市化が
進i行し，市街化が無政府的に進行した地域・自治体であった。都市化の進展や市街地の無政府
的な拡大に原因して，短期間内に多様かつ大量のごみが地域・自治体内に持ち込まれ，集積
　し，半面，都市化や市街地化が無政府的に拡大した弊害として地域・自治体の「環境容量」や
　「適正処理」能力が低下・不足し，脆弱化している。「施設処理」に不可欠であるとして焼却施
設や最終処分場を建設・使用する計画に住民等が環境汚染や財政問題が危惧されるとして異議
を申し立て，紛争に発展する深刻な状況も表面化している。「都市化の社会構造・地域構造」の
欠陥・失敗がごみ問題や「ごみ紛争」の根底にある旨の問題意識を持ち続けてきた。
　　こうした問題意識や視点を重視し，以来，筆老はごみ問題の研究に湛配している。清掃労働
　者との交流をさらに深め，くわえて，ごみ問題研究のトップランナーであった行政学，財政
　学，経済学，法学などの社会科学，衛生工学などの工学，環境科学や環境化学などの自然科学
　の研究者との交流を加速させてきた。全国の清掃労働者との交流の成果は，共著『現場からご
　みを減らす』（自治体研究社，1990年）として結実している。住民等の「施設処理」に対する異
　議申し立てを背景にごみ処理施設の建設・確保は困難化してきている。この事態を受けて，厚
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生省や環境庁や通産省，経済同友会などの経済界，東京都や川崎市などは，1990年末に発表し
た答申等を通じて政策的な見通しを示す7方，緊急避難策を模索している。答申等を受けて，
厚生省は1991年に「廃棄物処理法」の大幅改正に着手し，通産省は「再生資源の利用の促進に
関する法律」（「リサイクル法」）を新たに制定している。こうした省庁等の一連の対応について
検討した結果を自治体問題研究所編『ごみ問題解決のゆくえ一資料と解説』（自治体研究社，
1991年）として出版している。そして同年にはごみ問題について論じた最初の単著rごみ問題
百科一現状と対策』（新日本出版社，！991年）を出版し，ごみ問題について理論的・制度的・政
策的に検討し，ごみ問題の実態について分析している。
　環境経済学の研究者や環境法の実務家や弁護士との研究交流の成果を1992年に共著r「リサ
イクル時代」のごみ行政』（自治体研究社）として出版している。そしてこの年，全国化の予兆
を示してきている「ごみ紛争」の最前線を分析した新書（『ごみ問題最前線』新日本出版社，
1992年）を出版している。1990年末に相次いで発表された省庁等の答申について総合的に考
察・検討する必要に迫られ，環境先進国の環境・廃棄物法制度や環境・廃棄物政策について改
めて調査・研究している。現地調査の必要を痛感し，地方議員を同道してドイツ等環境先進国
で調査している。1994年にはこの調査結果を共著『ドイツに学ぶごみリサイクルーデュアル・
システムの意味するもの』（自治体研究社）として出版している。さらに10年来のごみ社会学研
究の成果を『現代ごみ問題の都市比較一ごみ問題解決の課題と政策』（新日本医学出版社，
1994年，現在は本の泉社）として出版している。
　1990年末の答申等の相次ぐ発表以降，厚生省や環境庁などが環境政策の経済的手法として誘
導している「ごみ有料制」の導入に危惧を感じ，「ごみ有料制」の政策的効果について科学的検
証が必要であるとして，自治体労働者と研究会を組織し，研究成果を共著『ごみ，ちょっと
まって有料化』（新日本医学出版社，1994年）として出版している。
　ごみ問題やごみ行政との付き合いは，前述のように，自治体労働運動や清掃労働者の要請に
応える形でスタートしており，当初，ごみ問題等を研究課題として設定する予定はなかった。
その証拠に筆者は1980年代後半まで研究論文を発表していない。ごみ問題やごみ行政について
最初に発表した論文は，編集者の求めに応じて発表した「今日のごみ処理問題と行政課題」
（『暮らしと政治』1987年10月号）である。以来，「ごみ問題に取り組む視点一地域からの視点
と暮らしからの視点」（r住民と自治』通巻304号，1988年），「産業廃棄物の現状と処理の方向性
をさぐる一一般廃棄物問題との接点」（『暮らしと政治』1990年4月号），「廃棄物の処理と自治
体行政」（r生活協同組合研究』1990年11月号・12月号）などを相次いで発表している。
　1990年代には学外の研究誌等の求めに応じて，調査・研究の成果を研究論文として発表して
いる。1991年には「リサイクル社会の行政と市町村行政の役割」（『都市問題』1991年5月号），
「廃棄物問題の現状と解決への課題」（『日本の科学者』1991年9月号），「廃棄物行政はどうあ
るべきか」（『住民と自治』1991年12月号），1992年には「どうする東京のごみ戦争一「ハード対
応」からの転換」（r文化評論』1992年1月号），「「リサイクル型社会」の形成と市町村の役割」
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（r地方議会人』1992年1月号），「ごみ問題からみた日本型「消費社会」」（r経済』1992年3月
号），「「リサイクル時代」のごみ行政の課題と問題点一収集「有料化」論の危険性」（『文化評
論』1992年5月号），「地域のあり方とごみ問題一ごみ問題とまちづくりの問題］（rパースペク
ティブ』創干U号，1992年），1993年には「「リサイクル社会」構築における地：方自治体の役割」
（『行政情報』平成5年度春季号），1994年には「ごみ問題の現状と迫られる政策転換」（r月刊
社会教育』1994年11月号）などを発表している。
　1990年代後半には政策論を中心に論文を発表している。「リサイクル時代のごみ行政と自治
体の役割」（r地方議会人』1996年10月号），「廃棄物問題の抜本的対策」（『住民と自治』1997年
5月号），「ごみ問題の現状と解決の処方箋一「リサイクル」か「リサイクル社会」か」（r月刊
家庭科研究』1997年7月号），「大型ごみ「有料化」はごみ減量につながるか」（『月刊ねっと
わ一く京都』1997年7月号）などが代表的である。環境先進国の廃棄物法制度とわが国の制度
の違いについて比較検討した成果を「廃棄物回避・管理法制度の理念と現実」（『都市問題』
1997年7月号）として発表している。その後，廃棄物法制度や廃棄物政策の研究を重視してい
る。制度や政策の研究の成果を「廃棄物行政の課題と廃棄物法制度の展開一高度経済成長期以
降について」（r季刊環境社会学研究』第6号，2000年）や「産業廃棄物処理問題の現状と課
題」（r診療研究』第360号，2000年）や「ごみ「有料化」に何が期待できるか」（r平成14年度廃
棄物学会研究シンポジウム記念論文集』2002年）などとして発表している。
　ところで，筆者は1990年代後半以降，一般廃棄物や産廃の「施設処理」や不法投棄に原因し
て全国で多発し，長期化・深刻化の一途をたどった「ごみ紛争」について調査・研究してい
る。「ごみ紛争」はごみ問題を凝集し，かつごみ問題の終着点である。ごみ問題の本質を凝縮し
ていると考え，全国の「ごみ紛争」を調査し，現在も調査・研究を継続している。その成果を
学内の紀要等に発表している。「焼却主義・施設主義と施設処理の紛争化一ごみ問題紛争事例
調査ノート」（『短期大学部紀要』第39号，1997年），「ダイオキシン問題と施設建設紛争の広が
り」（r住民と自治』1998年1月号），「施設処理と紛争の実態一一般廃棄物最終処分場問題につ
いて」（r人間の福祉』第4号，1998年），「ごみ域外搬送の実態と処理施設の設置・使用をめぐ
る紛争一埼玉県を中心に」（『立正大学地域研究センター年報』第22号，1999年），「施設主義と
紛争の実態一産廃紛争に関する事例研究」（r立正大学社会福祉研究所年報』創刊号，1999年），
　「「ごみ紛争」の社会学的研究一千葉県のごみ問題と「ごみ紛争」」（『人間の福祉』第11号，
2002年），「北海道と東北地方の「ごみ紛争」一実例と実態」（r人間の福祉』第13号，2003年）
などを発表している。学外の寄稿を求める要請に応えて「施設処理・施設主義からの脱却一産
廃問題解決のための4つの処方箋」（r日本の論点』文藝春秋社，1998年），「ダイオキシン汚染
とごみ問題」（『日本の科学者』1999年1，月号），rごみ「広域移動」と紛争の拡大一紛争の多発
と「広域行政」の問題」（『都市問題』2000年3月号），「埼玉県のごみ問題一「所沢ダイオキシ
ン問題」と紛争が提起したもの」（r地方新時代と埼玉県政』自治体研究社，2000年），「ごみと
社会一紛争事例」（『ごみの百科事典』丸善，2003年）などを発表している。建設省等省庁の官
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僚や研究老と共同で研究した研究プロジェクトにおける報告「首都圏のごみ（一般廃棄物）物
流と圏内循環の問題点について」（『都市開発における廃棄物処理施設のあり方に関する調査報
告書（資料編）』三菱総合研究所，1997年）も「ごみ紛争」研究の延長線上にある。
　研究課題や時代背景も影響しているが，ごみ問題研究についての成果は主として学外の研究
誌等に発表している。学内の紀要等に発表するようになるのは1993年以降である。「現代廃棄
物問題の都市比較研究序説」（『短期大学部紀要』第31号，第32号，1993年）が最初である。以
来，「廃棄物行政の政策的課題と最近の政策的展開」（r短期大学部紀要』第35号，1995年），前
出の「現代ごみ問題の紛争化について」（r短期大学部紀要』第37号，第38号，1996年～1997
年）など「ごみ紛争」に関する論文を発表している。その一方，1997年には環境社会学の問題
意識や研究課題について，「環境問題の社会学的研究一わが国の環境社会学成立に関する研究
覚書」（『人間の福祉』創刊号，1997年）を発表している。環境問題やごみ問題の研究，問題の
解決や予防には「街づくりの視点」「地域形成の視点」「都市計画の視点」からのアプローチや
政策対応が重要かつ不可欠であると痛感してきた筆者は，この視点でのアプローチや政策対応
について積極的に発言し，持論を展開している。「埼玉県内市町村の基本構想・基本計画につ
いて一環境政策を中心として」（r立正大学地域研究センター年報』第20号，1997年）はこの問
題意識や視点で研究した成果である。前述の上尾市や戸田市における地域分析も同様の問題意
識にもとつく研究成果である。
　そして数年前から筆者は，来るべき「環境の世紀」を想定し，対応を迫られ，通産省（現経
済産業省）が環境庁（現環境省）の協力を得て，1998年に連携事業として開始した「エコタウ
ン事業」と，「エコタウン事業」の地域認定を受けた川崎市，北九州市，大牟田市，水俣市，香
川県直島町，宮城県鶯沢町など全国各地の認定事業について調査・研究している。「エコタウ
ン事業」の研究も基本的には環境問題やごみ問題に対する「街づくりの視点」「地域形成の視
点」での研究の延長線上に位置している。「ごみ問題の現状とごみ行政の政策課題一環境政策
としての「循環型社会」形成」（r人間の福祉』第15号，第16号，2004年）や，未完の「環境政
策としての「エコタウン事業」に関する研究一「循環型社会」と「資源循環社会」をめぐっ
て」（r人間の福祉』第21号，2007年）は「エコタウン事業」研究の一部である。これまですで
に地域認定を受けている全国各地を踏査し，現地調査をおおむね終了している。行政や企業等
から資料等の提供を受け，聞き取り調査も進捗し，分析を行っており，研究論文等として発表
できる状況にある。今後，順次，発表する予定である。
　以上は1990年代後半以降，筆者が研究を優先してきた，ごみ問題やごみ行政や廃棄物法制度
について発表した論文であるが，この間に数冊の著書（単著）を出版している。1996年には
1990年代前半のわが国の廃棄物政策の展開を環境先進国と比較して考究した著書『ごみ問題の
政策争点一「リサイクル社会」論から「経済的手法」論へ』（自治体研究社）を出版し，1999年
にはその後の政策動向を『これからのごみ行政一環境先進国への途』（㈱ケイ・アイ・メディ
ア社）として出版している。
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　ごみ問題の実態分析を通じて行政課題や研究課題や運動課題について検討し，新たな課題と
視点を提起すべく1998年には『ごみ問題百科皿一争点と展望』（新日本出版社）を出版してい
る。1990年代後半以降，研究時間や研究費を重点的に投入し，全国の「ごみ紛争」の現地を調
査し，調査研究の果実をr現代ごみ紛争一実態の対処』（新日本出版社，2002年）として出版し
ている。翌年にはr「ごみ紛争」の展開と紛争の実態　実態調査と事例報告』（本の泉社，2003
年）を出版している。また，地方の町村や地方小都市から始まった「ごみ指定袋制」や「ごみ
有料制」を導入する流れは1990年代後半以降，全国各地に拡大している。世紀末以降は省庁の
誘導：に応え，あるいは便乗し，政令指定都市や県庁所在都市，地方中核都市，大都市近郊都市
も「ごみ有料制」を導入してきている。こうした「ごみ有料制」の安易な導入に危惧を感じ，
筆者は「ごみ有料制」導入の減量化効果などについて調査・研究し，検証してきた。その成果
を最近『ごみ有料制の現状と政策争点一再論「ごみ，ちょっとまって有料化」』（本の吟社，
2005年目として出版している。2007年には「ごみ学習」から始まったごみ問題やごみ行政との
向き合い，そして最終的に「ごみ社会学」研究にいたった研究の遍歴を回顧し，今日までの
「ごみ社会学研究」の到達点や研究の中間総括をrごみ社会学研究一私たちはごみ問題とどう
向き合ってきたか？』（自治体研究社）として出版している。
　ところで，前述のように，筆者は！990年代後半以降，「ごみ社会学」研究と格闘する一方，併
行して高度経済成長期以降，列島各地で構想・計画され，強行されてきた新幹線や高速自動車
道路，橋梁等の建設を目的にした大規模「国家プロジェクト」について調査・研究している。
主として「本州四国連絡橋」（「瀬戸大橋」や「明石大橋」や「西瀬戸大橋」に代表される「瀬
戸中央自動車道」rJR本州四国備新線」や「神戸淡路鳴門自動車道」や「西瀬戸自動車道」）
や「東京湾横断道」（「東京湾アクアライン」）や「常磐新線」（「つくばエクスプレス」）につい
て調査・研究している。「本州四国連絡橋」の研究では，関係自治体の香川県，徳島県，愛媛
県，岡山県，広島県，兵庫県，高松市，坂出市，徳島市，今治市，尾道市，神戸市などを頻繁
に踏査し，行政資料や県内経済界の調査報告書や予測値等について検討・検証している。
　同じことは「東京湾横断道」の研究にも当てはまる。横断道の建設・開通に過大な期待を寄
せていた千葉県や木更津市等の行政資料，千葉銀行に代表される県内経済界の調査報告書につ
いて鋭意検討している。また，「常磐新線」は「日米構造協議」の最終報告を受けて，20世紀最
後の大規模「国家プロジェクト」として計画され具体化している。そして筆者は「常磐新線」
の建設と沿線開発に対して，建設や開発が地域社会や地域経済に及ぼす「負の影響」を危惧し
て異議を申し立て，「街づくりの視点」で建設・開発計画の見直しや凍結など是非について再
検討する必要がある旨のスタンスを堅持して現在にいたっている。くわえて，計画・開発のあ
り方について検討する住民組織「常磐新線と住民本位のまちづくりを考える柏市民の会」を結
成し，組織の代表世話人を務めて，今日にいたっている。異議申し立て等の運動的な関わりを
通じて「常磐新線」や沿線開発等に関する行政資料等を積極的に収集し，分析している。
　　「本州四国連絡橋」や「東京湾横断道」や「常磐新線」の研究の成果は，そのつど学内の紀
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要に発表している。「本州四国連絡橋」に関しては「「本州架橋」の地域経済に及ぼす影響に関
する実証的研究一瀬戸大橋と明石大橋についての事例研究」（r立正大学社会福祉研究所年報』
第2号，2000年）が最初の論文である。以降，「瀬戸大橋の開通に伴う香川県の社会経済的影響
一「本四架橋」の地域経済に及ぼす影響に関する実証的研究」（r人間の福祉』第8号，第10
号，2001年）等を発表している。「東京湾横断道」や「常磐新線」については「大規模「国家プ
ロジェクト」の構想と現実一「東京湾横断道路」と「常磐新線」建設計画に関する研究序説」
（r人間の福祉』第17号，第18号，2005年）や「「東京湾横断道」建設の構…想と現実一大規模
「国家プロジェクト」の研究」（『立正大学社会福祉研究所年報』第7号，第8号，2005年～
2006年），　「「常磐新線」建設と沿線開発の構想と現実一大規模「国家プロジェクト」研究」
（r人間の福祉』第19号，第20号，2006年）を論文として発表している。学内の紀要や年報にこ
れまで発表してきた上記の論文に新たに書き下ろした論文をくわえ，著書『大規模「国家プロ
ジェクト」の構想と現実一「東京湾アクアライン」・「つくばエクスプレス」・「本州四国連絡
橋」』（本の泉社，2008年）を出版している。
6　今日から明日へ一残された課題と新たな課題
　定年退職をもって筆者は大学所属の研究者としての活動に幕を下ろす。どう考えても，研究
者としては不器用で，低生産性の研究活動であったと自己評価している。もちろん，これで筆
者の研究活動が終息するわけではない。また中断する予定もない。研究活動は従前と同じく，
継続する予定である。これまで膨大な研究時間と研究費を注ぎながら，成果を回収していない
研究途上の課題も少なくない。以下は，成果未回収の主なテーマである。
　1つは，研究を中断・凍結していた「農村研究」である。「基本法農政」は1970年以降，「総
合農政」に名を変えているが，「農業基本法」のもとで農村・農業・農家・農民はどのような現
実に遭遇し，迫られてきたのか。「農業基本法」にもとつく「総合農政」が引きずり込もうとし
た農村等の現実・実態を見届ける前に，筆者は残念ながら，「農村」や「農村社会学」の研究か
ら身を引いている。この間に農村では「過疎化」が進行し，滞留してきた「潜在的過剰労働
力」を一掃したが，一掃直後から農村は労働力不足におちいっている。農民に代わって農業生
産の主役を演じてきたのは，身の丈以上に大がかりな各種の農機具である。農民が奏でる多様
な音の風景に金属音が替わっている。そして現在，農村は「限界集落」という新たな範疇が必
要であるほど厳しい現実に遭遇している。「限界集落」は全国各地で急増している。「限界集
落」こそは農村・農業・農家・農民が遭遇する今日の深刻な状況を集中的に表現している。
「限界集落」が示す今日的な状況を解明する必要を痛感している。
　2つは，研究生活において筆者が時間や研究費の多くを投じてきたのが，2人の「知の巨
人」である。2人に繋がる「知の系譜」「知の集団」である。1人は上京以来，終始向き合って
きたK．マルクスである。マルクスの共同研究者として有名なF．エンゲルスである。理論的
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な後継者で，実践家として有名な，同じく「知の巨人」であったV，レーニンに系譜する，い
わゆるマルクス主義である。他の1人は日本民俗学の創設者である柳田国男である。柳田国男
の膨大な業績とは，マルクスやマルクス主義との出会いから数年遅れて出会っている。以来，
50年近い向き合いを通じて，筆者は多くを学び，啓発され，影響を受け，現実問題との向き合
い方や，社会学研究の基礎理論や考え方として自己流に受容し，今日にいたっている。
　　「農村社会学」の研究や「地域社会学」の研究，「企業都市」の研究，「ごみ社会学」の研
究，大規模「国家プロジェクト」の研究において，とくに影響を受け，思考の基底に鎮座して
きたのはマルクス主義であった。これほどまでに甚大な影響を受けながら，今日まで筆老はマ
ルクスやマルクス主義について研究成果を研究論文等として，ただの1本も発表していない。
これもまた，紛れもない事実である。マルクスやマルクス主義の場合とまったく同じことは，
柳田国男（や宮本常一）についてもいえ，これまで研究成果を残していない．研窄成果を発表
する責務を痛感している。
　3つは，筆者が世紀末に研究課題として設定した「エコタウン事業」の研究である。前述の
ように，現在，研究を継続中であり，研究成果を引き続き発表する予定である。
（注）
　1　拙稿「私の研究テーマー東北農村の出稼ぎを追って」（千葉県自治体問題研究所編『研究所所報』第
　　96号，1981年）や「農村研究から環境研究へ」（立正大学橘父兄会編『父兄会報』第60号，2001年）な
　　どで研究史について言及している。
　2　この間の事情については拙著『大規模「国家プロジェクト」の構想と現実一「東京湾アクアライン」
　　・「つくばエクスフ．レス」・「本州四国連絡橋」』（本の泉社，2008年）で検討している。
　3　ごみ問題が研究課題に浮上してきた経緯については，拙著『ごみ社会学研究一私たちはごみ問題と
　　どう向き合ってきたか？』（自治体研究社，2007年）で，野田市への移住に関連づけて明らかにしてい
　　る。
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